2016年10月12日～13日
被団協、南スーダン、派遣新任務先送り、衆院予算委、改憲、新潟知事選、解散準備、自由党、辺野古・高江、ＴＰＰ、日ロ、豊洲、社説
「核なき世界」改めて誓う＝結成６０年で記念式典－日本被団協


日本原水爆被害者団体協議会の結成６０周年記念式典で、黙とうする参加者＝１２日午後、東京都港区
　１９５６年に結成された日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）が１２日、結成６０周年の記念式典を東京都内で開いた。核兵器廃絶と原爆被害への国家補償を求めてきた歩みを振り返り、改めて核兵器のない世界の実現を誓った。
　式典では犠牲者への黙とうの後、１９８２年の国連軍縮特別総会に出席し「ノーモア・ヒバクシャ」と世界の人々に訴えた故・山口仙二代表委員（当時）の演説が流された。
　岩佐幹三代表委員は「核兵器はまだ残っている。命の限り一緒に頑張ろう」とあいさつ。藤森俊希事務局次長が「人類があの過ちを繰り返さないための平和のとりでをつくることが、原爆から生き残った私たちが歴史から与えられた使命。その実現は被爆者が次世代に残せる唯一の遺産だ」とした６０周年のメッセージを読み上げた。
　日本被団協は、米国の水爆実験で「第五福竜丸」が被ばくしたことによる反核運動の高まりなどを受け、５６年８月に結成された唯一の被爆者の全国組織。核保有国や国際会議に代表者を派遣して核兵器の恐ろしさを訴えたほか、被爆者の後遺症や差別にも日を当て、法整備など支援充実につなげた。国際的評価も高く、ノーベル平和賞の候補に例年、名前が挙がっている。（時事通信2016/10/12-18:08）
日本被団協６０年で式典「核兵器廃絶へ力尽くす 」
NHK10月12日 22時02分
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日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会が結成されて６０年となるのを記念して、１２日、東京で式典が開かれ、被爆者たちが核兵器廃絶の実現に向けて力を尽くす決意を示しました。
日本被団協は昭和３１年に結成され、原爆の後遺症に苦しむ人たちの支援を進めてきたほか、国連に代表団を派遣するなど核兵器廃絶を願う被爆者の声を世界に発信し続けています。
東京・港区で開かれた式典には、全国各地の被爆者団体の代表らおよそ１６０人が集まりました。式典では、原爆の犠牲者に黙とうがささげられたあと、会場には、３年前に亡くなった山口仙二元代表委員が昭和５７年の国連軍縮特別総会で訴えた「ノーモア・ウォー、ノーモア・ヒバクシャ」という演説の音声が流されました。また、藤森俊希事務局次長が「原爆から生き残った私たちにとって人類が二度と『あやまちを繰り返さない』ための平和のとりでを築くことが、与えられた使命だ」というメッセージを発表しました。
そして、ことし４月から進めている核兵器禁止条約の実現に向けた国際署名の活動について「国際署名へのあなたのサインが世界を動かす」と訴えたうえで、「残る命の限り、核兵器廃絶の実現に力を尽くすことを誓います」と述べて決意を示しました。
次世代への継承が大きな課題
被爆者は年々高齢化が進み、平均年齢は８０．８６歳となっています。このため、核兵器廃絶に向けた活動を次の世代にどう継承していくかが大きな課題です。
日本被団協では、被爆者の子どもの世代「被爆２世」に対して活動を継承する中心になってもらおうと、各地の被爆者団体への参加や協力を呼びかけていて、全国で被爆２世の会の設立が進んでいます。
日本被団協の田中煕巳事務局長は「私たちの活動は年齢との戦いになっている。２世３世に私たちの活動を引き継いでほしいし、戦争を知らない若い世代には広島・長崎を訪れてほしい。核兵器は廃絶しない限り、私たちの目の前に恐怖として存在し続けるということを感じてもらうことが重要だ」と話しています。
神奈川県の団体で活動をしている被爆２世の６９歳の女性は「年々被爆者の方達が亡くなっていく中で、２世としてできることはないかと思い活動している。若い世代が被爆者の体験をどのように感じるかは正直わからないが、核兵器の恐ろしさを伝え続けていくことが大切だと思う」と話していました。
日本の核廃絶国連決議案　オバマ氏の広島訪問を「歓迎」
朝日新聞デジタルニューヨーク＝松尾一郎、杉崎慎弥2016年10月12日15時04分
　「核兵器禁止条約」をめぐる議論が行われている国連総会の第１委員会（軍縮・安全保障）に、日本政府が提出する核兵器廃絶決議案に、５月のオバマ米大統領の広島訪問を「歓迎する」と評価する文言が盛り込まれることが１１日、分かった。複数の外交筋が明らかにした。
　各国に配布された決議案の素案によると、４月に広島で行われた主要７カ国（Ｇ７）外相会合も踏まえ、「広島と長崎への政治指導者たちの訪問、特に米国大統領による広島訪問を歓迎する」と明記した。
　日本側には、昨年の決議採択で棄権した米英仏の賛同を取り付ける狙いがあるとみられる。
　昨年の核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議の最終文書案でも、日本政府は外国の政治指導者の被爆地訪問について盛り込もうとしたが、中国の強い反発を受けて断念した。外交筋は今回の決議案に対しても、中国が「日中間の歴史問題」を持ち出して反発する可能性があると指摘する。
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

旧西独法務省幹部　戦後すぐ、７７％元ナチ党員　「旧悪隠し、第２の罪つくった」

独法相が発表

　ドイツのマース法相は１０日、戦後すぐのドイツ連邦共和国（旧西ドイツ）で法務省の幹部の７７％がナチ党員だったと発表しました。第２次大戦後、ナチス党員が法務省に残り、ナチスの旧悪を隠したり、新たな不法行為をはたらいたことも告発しました。南ドイツ新聞などが報じました。

　調査は、ホロコースト（ユダヤ人大虐殺）などナチスの犯罪を二度と許さないという決意の下で、ドイツ政府が実施している「過去の克服」事業の一つ。２０１２年に当時の法相が独立歴史委員会に委託し、調査を進めました。

　今回、報告は『ローゼンブルク（西独法務省があった場所）の記録』として、本にまとめられました。

　戦後、西ドイツではナチ党員を公職から追放するなどの反ナチ化が進められていましたが、ナチスの影響は司法界に大きく残っていたことになります。

　報告によると、１９４９年から１９７０年代のはじめまで法務省で指導的地位にあった１７０人のうち、元ナチ党員は９０人を占めました。５７年がそのピークだったといいます。うち３４人がナチスの準軍事組織、突撃隊（ＳＡ）の隊員でした。

　西独最初の法相だったトーマス・デーラー氏らは、戦後、新たな法務省をつくるため、専門知識を持った人物を集めましたが、ナチスの過去については大目に見ていたとされます。

　ヒトラーや国家、軍に対する反逆罪などを裁いた「人民法廷」の検察官だった人物が５０年代に、法務省の中で大きな影響力を持った事例もあります。

　また、ナチスの旧悪追及を妨害したり、同性愛者やシンティ・ロマに対する差別を続けたとしています。

　マース法相は「ナチスの旧悪を隠し、新たな不法行為をし、（戦中のナチ犯罪に続き）第２の罪をつくった」と語りました。

　ドイツではすでに外務省などが戦後のナチの影響について独立歴史委員会の検証を受けています。（片岡正明）

ハンセン病最後の語り部９５歳男性亡くなる 鹿児島 奄美
NHK10月12日 20時43分
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鹿児島県奄美市にある国立ハンセン病療養所で、この療養所の最後の語り部として活動してきた９５歳の男性が、亡くなりました。語り部として活動する人がいなくなったのは、全国の療養所で初めてで、当事者の体験をどう語り継ぐかが課題になっています。
国立ハンセン病療養所「奄美和光園」では、入所者が、訪れた人に国の誤った隔離政策で受けた差別や苦しみなどの体験を伝える語り部の活動が行われています。療養所によりますと、入所者の高齢化に伴い、語り部の数は減っていき、ただ１人残った最後の語り部として活動してきた９５歳の男性が、１１日亡くなったということです。
全国に１３ある国立ハンセン病療養所にＮＨＫが取材したところ、語り部として活動する人がいなくなったのは、奄美和光園が初めてです。
奄美和光園では、これまでに撮影した語り部の映像などを使って、体験を語り継いでいきたいとしています。
全国の国立ハンセン病療養所の入所者の平均年齢は、先月末の時点で８４．７歳と高齢化が進んでいて、当事者の体験をどう語り継ぐかが課題になっています。
奄美和光園の加納達雄園長は、「私たちは、ハンセン病の歴史について話すことはできますが、実体験を語れるのは、当事者の入所者だけです。その声をなんとか残し、後世に伝えていく努力を続けていきたいです」と話しています。
「内戦状態に戻っている」　南スーダンで活動のNGO

共同通信2016/10/13 00:36

　自衛隊が国連平和維持活動（PKO）に参加している南スーダンで、避難民支援に当たった非政府組織（NGO）の日本国際ボランティアセンター・スーダン事務所代表の今井高樹さん（53）が12日、東京都内のイベントで「和平合
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南スーダンの状況について説明する日本国際ボランティアセンター・スーダン事務所代表の今井高樹さん＝12日午後、東京都内
意は崩壊し、内戦状態に戻っている」と現地の状況を語った。

　現地は7月に政府軍と反政府勢力の間で大規模な戦闘が起き、緊迫した状況が続いている。首都ジュバで9月に活動した今井さんは「市街地は安定しているが、避難民の自宅がある地域は兵士の略奪やレイプが起き、戻ることができない。避難民は食料がなく、野草を食べてしのいでいる」と説明した。

南スーダンの暴力増加懸念＝衝突地域立ち入りできず－国連
　【ジュバＡＦＰ＝時事】国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）は１２日の声明で、「この数週間、（南スーダン）各地における暴力や武力衝突の報告が増加していることを非常に懸念している」と表明した。
　ＵＮＭＩＳＳは北部ユニティ州や南部エクアトリア地方の衝突に言及。ＵＮＭＩＳＳが衝突が起きた地域への立ち入りを拒否されたことを明らかにした上で、「暴力行為と非戦闘員である市民への攻撃を明確に非難する」と述べた。
　ＵＮＭＩＳＳはさらに、首都ジュバと南部の都市を結ぶ道路で先週発生した待ち伏せ攻撃で、市民２１人が死亡した現場への立ち入りも拒否されたと指摘した。
　南スーダンでは７月にキール大統領派とマシャール副大統領（当時）派がジュバで衝突したのを機に内戦が再燃。国連難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）によれば、南スーダンからの難民は１００万人を超えた。（時事通信2016/10/13-05:25）
「南スーダンで武力衝突増加」　国連派遣団声明

東京新聞2016年10月13日 朝刊

 　【ナイロビ＝共同】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）、南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）は十二日、同国情勢について「この数週間、国内各地で暴力と武力衝突の報告が増加し、非常に懸念している」との声明を発表、当事者らに敵対行為をやめるよう求めた。

　ＵＮＭＩＳＳには陸上自衛隊部隊が参加。稲田朋美防衛相は十一日の参院予算委員会で、南スーダンを八日に訪問したことに触れ、自衛隊が活動する首都ジュバ市内は「比較的落ち着いている」との認識を示したが、国内の治安情勢は依然として不安定なままだ。

　声明によると北部ユニティ州で、政府軍と反政府勢力との間で激しい戦闘があり、死者が発生。またジュバにつながる幹線道路で八日にトラックが襲撃され、二十一人が死亡したとされる事件について、ＵＮＭＩＳＳは独自に事実確認を試みたが、現場付近への立ち入りを許可されなかった。

　ジュバでは七月に戦闘が再燃し、陸自宿営地の隣にあるビルでも銃撃戦が起きた。

大統領死亡説を否定＝南スーダン
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　【ジュバＡＦＰ＝時事】南スーダン政府は１２日、首都ジュバを中心にここ数日出回っているキール大統領（６５）の死亡説を否定した。ルエス情報相はジュバで記者団に対し「全くのうそだ。キール大統領は病気ですらない」と強調した。
　死亡説はネットを通じて広まり、隣国ウガンダでも騒ぎになった。ジュバ市内は、いつもより兵士の数が目立ち、市民は「戦闘が始まるのではないか」と恐怖を口にしながら家路を急いだ。学校は授業を切り上げ子供らを帰宅させたという。（時事通信2016/10/12-21:48）
医療検査で南アへ＝反政府派マシャール氏－南スーダン


南スーダンのマシャール前副大統領＝２０１５年８月、アディスアベバ（ＡＦＰ＝時事）
　【ハルツームＡＦＰ＝時事】南スーダンの首都ジュバで７月に起きた戦闘で失脚した反政府勢力指導者マシャール前副大統領は１２日、医療検査を受けるため避難先のスーダンから南アフリカに向け出発した。マシャール氏は出発を前にスーダンの首都ハルツームの空港で取材に応じ「検査を終えたら南アを離れる」と述べた。その後、どこへ行くかは明らかにしていない。（時事通信2016/10/12-19:19）
南スーダンでトラック４台襲撃、市民２１人死亡

読売新聞2016年10月11日 20時05分

　【エルサレム＝上地洋実】南スーダン政府は１０日、同国の首都ジュバ近郊で民間人を乗せたトラック４台が襲撃され、市民２１人が死亡したと発表した。

　ロイター通信が報じた。負傷者も２０人にのぼるという。

　襲撃は８日、ジュバと、約１３０キロ・メートル離れた南部の町イエイを結ぶ道路上で起きた。トラックには女性や子供らが乗っており、銃で狙われた。

　同国政府は、マシャール前副大統領を支持する武装勢力の犯行だとして非難した。前副大統領側は関与を否定している。同国では昨年、和平合意が成立したものの、今年７月にキール大統領派と副大統領派の戦闘が再燃し、在留邦人が国外退避した経緯がある。

　ジュバでは陸上自衛隊の施設部隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事している。安全保障関連法で可能になった「駆けつけ警護」などの新任務付与も検討されている。【続きあり】
安倍首相、自民改憲草案で答弁せぬ＝ＰＫＯ新任務にもリスク－衆院予算委


衆院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝１２日午後、国会内
　安倍晋三首相は１２日の衆院予算委員会で、自民党の憲法改正草案について「私が答弁しなければならないのは、政府が出している法案や予算などの議案についてであり、憲法について答える義務はない」と述べ、基本的に答弁しない姿勢を示した。その理由について「いよいよ（衆参両院）憲法審査会で議論を進めていこうという中で、議論に支障を来すと判断した」と説明した。民進党の山尾志桜里氏への答弁。
　首相は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する自衛隊部隊への新任務付与を検討していることに関し、「新任務にもこれまで同様リスクはある」と一定の危険を認めた上で、「任務が増えるからといって、その分だけリスクも増えるというものではない」と主張した。共産党の高橋千鶴子氏への答弁。（2016/10/12-20:07）
安倍首相、だんまり戦術　憲法改正「発言控えた方が」
朝日新聞デジタル石松恒2016年10月13日05時07分

憲法改正、変遷する首相発言
　改憲勢力が３分の２を超えて迎えた初の本格的な国会論戦で、安倍晋三首相が憲法論争を避け続けている。与野党の対立が強調されれば、将来の国民投票で賛同を得にくくなるとみているからだ。これまで憲法改正の必要性を訴えてきた首相の沈黙に、野党は「ご都合主義」と批判を強めている。
　「この国会で、冗舌な首相が貝のように答弁しなくなる場面がある。自民党改憲草案について質問された時だ」。１２日の衆院予算委員会で、民進党の山尾志桜里氏はそう切り出した。かつて国会で草案への見解を述べていた首相に「（当時は）どういう立場で答えたのか」と詰め寄った。
　首相は「（個人的感想などについて答える）義務はない。しかし答える場合もあれば、答えられない場合もある」「憲法審査会が動く前だったから、自民党総裁の立場として機運を盛り上げるために紹介した」などと主張。「憲法改正がリアリティーを帯びる中で、自民党総裁として発言することは控えた方が良いと判断した」と語った。
　首相は９月下旬に始まった臨時国会で、憲法改正の論争に一貫して踏み込もうとしない。年明けからの通常国会で「いよいよどの条項について改正すべきか、新たな現実的な段階に移ってきた」と強調してきた姿勢とは一変している。【続きあり】
山尾氏「改憲に答弁義務」　首相「答えられない場合も」
朝日新聞デジタル2016年10月12日20時46分

衆院予算委で、民進党の山尾志桜里氏の質問に答弁する安倍晋三首相＝１２日午後１時６分、岩下毅撮影
　民進党の山尾志桜里氏は今年２月の衆院予算委で匿名ブログ「保育園落ちた日本死ね」を紹介し、安倍晋三首相に待機児童問題の改善を迫るなど、両者は因縁浅からぬ関係だ。ヤジや笑い声が議場を包むなか、山尾氏は憲法の各条文を引き、首相に自民党改憲草案について説明するよう迫った。
　山尾氏　今の総理のお話を聞くと、憲法改正というこの国、そして国民にとって最も大切なテーマの一つ、（憲法改正を）するか、しないかも含め、このことについて「答弁をするかどうかは自分の判断だ」と。そういうことですか？　自分次第ですか？　この国権の最高機関たる立法府で、行政府の長であるあなたに、一国の総理であるあなたに、憲法改正について、どう考えているのかと、それを我々は聞かせてもらいたいと思っても、聞かせてもらえるかどうかは総理の気分次第だ、と。こういうことですか？　判断は自分にある、と。そういうことですか？
　（「そうだ、そうだ」の声）
　山尾氏　もう一つ申しあげますけれども、総理の論理はやっぱり破綻（はたん）しているといますよ。いよいよ憲法改正が近づいてきたか、きていないか、議論が盛り上がっているか、盛り上がっていないか、それによって答弁する、しないが変わってくるんですか？　おかしいんじゃありませんか？　パネルを出していただいて良いですか（と手元のパネルを取り出す）。まだ質問しておりません。論評しております。
　（拍手と笑い声）
　山尾氏　私は論理が破綻している理由は自分なりにこう考えています。やはり行政府の長たるあなたには、答弁するのが自由だとおっしゃいますが、答弁する義務は基本的にあると思います。この義務からむりくり逃げようとするから、場当たり的に言い訳をするから、おかしいことになっていると思います。
　まず総理、９９条で総理大臣は憲法尊重擁護義務を負っています。そして憲法は前文で、この憲法の普遍の原理に反する一切の憲法を許しておりません。法律だけではありません。今の憲法に反する一切の憲法を排除するとうたっています。そして、いま大きな与党である第１党の自民党から提案されている改憲草案は、普遍の原理に挑戦する大変疑義のある草案です。この改憲草案は現行憲法の普遍の原理に反していないかどうか、憲法尊重擁護義務のあるあなたは答弁の義務があると思いますけれども、いかがですか？
　（拍手）
　首相　ですから私が先ほど申し上げている通り、内閣総理大臣としての所管する事柄について述べる義務はございます。内閣総理大臣としての義務と自民党総裁は別でございまして、これはご了解頂けると思いますよ。ここは内閣総理大臣としての立場であって、そこで「じゃあ、あなたは自民党綱領についてもここで説明してください」と言われても、普通は説明できないわけでありますが……【続きあり】
改憲巡り民進・山尾氏が迫る　首相「答える義務はない」
朝日新聞デジタル2016年10月12日18時56分

衆院予算委で質問する民進党の山尾志桜里氏＝１２日午後１時１分、岩下毅撮影

衆院予算委で、民進党の山尾志桜里氏の質問中、自席から発言する安倍晋三首相（右）＝１２日午後１時２８分、岩下毅撮影
　１２日の衆院予算委員会で、自民党の憲法改正草案をめぐって、民進党の山尾志桜里・前政調会長が安倍晋三首相と白熱した論戦を繰り広げた。持論の改憲論を徹底的に封印する首相にその理由をただそうとする山尾氏。一方の首相は「いよいよ憲法審査会でご議論いただく段階になり、私は自民党総裁として発言することは控えた方が良いと判断した」と反論したが……
　民進・山尾志桜里氏　この国会、とても冗舌な総理が、突然貝のように答弁をしなくなる場面が何回かありました。自民党改憲草案について質問された時です。
　例えば１０月５日、（民進の）蓮舫代表から草案について質問された時、「政府の統一的な見解について、自民党草案について述べることはできない」と繰り返しおっしゃり、答弁を拒否されていらっしゃいます。同じ日、自民党の高村副総裁も「内閣には憲法改正について何の権能もなく、政府の統一見解はそもそも存在しない」とおっしゃっています。「総理は憲法改正について答弁する権能がない」。これはいつ、誰が決めた論理ですか？
　安倍晋三首相　私は「権能がない」ということは申しあげておりません。申しあげているのは、内閣を代表して、つまり政府が出している法律案、あるいは予算という議案について、政府を代表して述べなければいけないわけであります。それ以外のことについても論評する場合はありますが、憲法上義務を負っているのは、まさに政府を代表して述べられることであろうと思うわけです。政府が（憲法改正案を）発議するかどうかは議論があるところで、私は「権能」ということは申し上げていませんが、私は、政府を代表する立場としての総理大臣としては、まさに議案について政府を代表しての考え方を述べる立場であるということではないかと思います。
　山尾氏　じゃあ、お尋ねします…【続きあり】
産経新聞2016.10.13 01:00更新 
【阿比留瑠比の極言御免】野田佳彦さん、「私は改憲」の断言お忘れか？　民進不信増す“百発百中ブーメラン”
　在京各紙の気になる記事のスクラップをしていて、８日付の東京新聞の特集「民進党の明日は」が目についた。評論家の宇野常寛氏が民進党の存在感がいまひとつである理由について、「二つの問題がある」として興味深い解説をしていたからである。
　「現実と遊離したきれい事」
　宇野氏は、一つは「実務的な政権担当能力がないこと」だと述べ、続いてこんな指摘をしていた。
　「左翼だと思われていること。これではマジョリティー（多数派）の支持を集めることは難しい。現代日本において左翼というのは、究極的には自分探し文化以上のものだとは思われていない」
　「現実と遊離したきれい事を言ってウットリする文化が定着しすぎていて、現実的な問題解決に寄与するケースが少なく、ジャーナリズムやアカデミズムのそれを商売にしている人と彼らの顧客である自分探し層以外からは基本的に相手にされていない」
　的を射た分析だと思う。外交・安全保障面でも憲法論でも、地に足のつかないふわふわとした民進党の主張は、インターネット上などでしばしば「お花畑」と揶揄されている。
　一部の左派メディアや学者からは共感を寄せられ、応援されるのだろうが、厳しい現実と苦闘している一般有権者の感覚とはかけ離れているのである。
　ただ、筆者は民進党の支持が広がらない理由は、もう一点あると考える。それは過去の自分自身の言行と現在の不一致と、その結果としての百発百中のブーメラン現象によるものだ。
　９月２９日付の当欄では、野田佳彦幹事長が安倍晋三首相に、平成２４年の自民党憲法改正草案を撤回しないと議論は進まないと求めているのは、「自民党議員の思想・信条、表現の自由は認めないと言わんばかり」「憲法論議を避けるための言い訳」だと書いた。
　なにせ野田氏は著書『民主の敵』で自身を「新憲法制定論者」と主張し、こう述べているのである。
　「もっと自由に憲法について議論することを願います」「自由な発想から自由な論議を積み重ねるべき」
　野田氏が女房役を務める蓮舫代表は憲法９条を「絶対守る」と強調する。一方、野田氏は「実行部隊としての自衛隊をきっちりと憲法の中で位置づけなければいけません」と書いている。これは９条改正論にほかならないのではないか。
　また、民進党は集団的自衛権行使を限定的に容認した安全保障関連法について「憲法に抵触する」（蓮舫氏）として廃案を訴えているが、野田氏は同書にこう記している。
　「（集団的自衛権は）原則としては、やはり認めるべきだと思います。認めた上で、乱用されないように、歯止めをかける」
　安保関連法は、二重三重に歯止めと縛りをかけた上で集団的自衛権を認めた内容だが、野田氏と方向性がそんなに違うのだろうか。
　野田氏「私は改憲」
　野田氏が旧民主党が政権を取る直前、月刊「正論」５月号でこう断言していたことも忘れられない。
　「日教組や自治労が格別の力を持っているわけではありません。憲法問題などでも、日教組などは護憲ですが、民主党の方針は論憲、そして私は改憲です」
　現在の民進党役員には日教組系議員も自治労系議員も含まれ、存在感と影響力を発揮している。過去の言動を簡単に忘れて反省もしない不誠実さが、民進党への不信感をいや増しているのではないか。（論説委員兼政治部編集委員）
「南スーダン、永田町よりはるかに危険」　安倍首相答弁
朝日新聞デジタル2016年10月12日17時32分
　安倍晋三首相は１２日午後の衆院予算委員会で、自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事している南スーダンの治安情勢を問われ、「南スーダンは、例えば、我々が今いるこの永田町と比べればはるかに危険な場所だ」と述べた。共産党の高橋千鶴子氏への答弁。高橋氏は「『いまの永田町と比べれば』という発言は断じて許せない」と批判した。
安倍首相 　南スーダン情勢「永田町より危険」
毎日新聞2016年10月12日　19時13分（最終更新　10月12日　21時36分）
　安倍晋三首相は１２日の衆院予算委員会で、陸上自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している南スーダンの情勢を「永田町と比べればはるかに危険な場所だ」と説明した。首相は「危険な場所だからこそ自衛隊は武器を携行して活動している。リスクを否定したことはない」とも述べたが、国会周辺と比較した首相の答弁に対し、質問した共産党の高橋千鶴子氏は「断じて許せない」と批判した。 
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

「永田町よりは危険」　南スーダン　首相ごまかし　高橋氏が追及

　日本共産党の高橋千鶴子議員は１２日の衆院予算委員会で、稲田朋美防衛相が戦争法＝安保法制にもとづき自衛隊に付与される新任務で「リスクが高まるということではない」（１１日、参予算委）との認識を示していることを取り上げ、駆け付け警護など危険を伴う新任務の付与を批判し、南スーダンからの自衛隊撤退を求めました。

　高橋氏は、２０１６年版「防衛白書」がコラムで「新たな任務に伴う新たなリスクが生じる可能性はあります」と記述していると指摘。「新たなリスクの可能性を認めるべきだ」と迫りました。

　安倍晋三首相は「南スーダンは永田町と比べればはるかに危険だ」とごまかし、「任務が増えるからといって、その分だけリスクも増えるわけではない。自衛隊員が実際に負うリスクは１足す１足す１は３といった足し算で考えられるようなものではない」と強弁しました。

　高橋氏は「そんな問題ではない。白書に書いてあるのに認めないのか」と批判。南スーダンに派遣される予定の陸自第９師団第５連隊（青森市）に所属する自衛隊員の家族が「あんな苦しい戦争の思いを孫たちにさせたくない」などと悲痛な声をあげていることを紹介し、「家族にちゃんと説明ができるか。国民や国会に、十分な説明がないまま、新しい任務を付与することは絶対に許せない。現在の部隊を撤退させよ」と主張しました。

新任務付与、月内判断見送り＝南スーダンＰＫＯで政府
　政府は１２日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の部隊に対する「駆け付け警護」などの新任務付与について、派遣期限を迎える月末までの判断を見送る方向で調整に入った。不安定な現地の治安情勢を慎重に見極める必要があるとの判断に加え、国会審議の停滞を回避する狙いがある。
　政府は当初、派遣部隊の交代時期に合わせ、月内に派遣期間の延長と新任務付与を判断する考えだった。現地では偶発的な衝突が続いており、政府は首都ジュバは落ち着いているとの認識だが、野党は自衛隊のリスクが高まっているとして追及を強めている。このため政府は派遣期間の延長を決めるにとどめ、新任務付与については来月以降に改めて判断する。（時事通信2016/10/12-11:25）
南スーダンＰＫＯ 　新任務、１１月に判断…政府先送り
毎日新聞2016年10月12日　20時31分（最終更新　10月12日　20時31分）
　政府は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している陸上自衛隊施設部隊に「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」の任務を付与するかどうかを、１１月に判断する方針を固めた。今月末までの派遣期間を延長する際に、新任務付与を閣議決定することを検討したが、部隊の訓練状況や、国会審議への影響を考慮して先送りした。 
　政府は来週にも、派遣期間を今月末までから来年３月まで延長する実施計画変更を閣議決定する。新任務を付与する場合は、南スーダンへの交代部隊の派遣が始まる１１月中旬までに実施計画を改めて変更する。 
　交代部隊は９月１４日から駆け付け警護と宿営地の共同防護の実動訓練を始めている。稲田朋美防衛相は隊員の習熟度を確認するため、今月２３日にも部隊訓練を視察する予定。現地の治安情勢などを見極めて付与の可否を最終判断する。 
　今国会では、南スーダンの治安悪化や隊員のリスクを野党が追及し、稲田氏が答弁に窮する場面が目立つ。政府が新任務の付与を急げば、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案をはじめ今後の審議日程に影響するとの見方も出ていた。【村尾哲】 
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

南スーダン自衛隊　新任務付与　月内判断見送りへ

　政府は１２日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の部隊に対する「駆け付け警護」などの新任務付与について、派兵期限を迎える月末までの判断を見送る方向で調整に入りました。政府は当初、１１月に派兵される第１１次隊（第９師団第５普通科連隊＝青森駐屯地）の交代時期に合わせ、月内に期間の延長と新任務付与を判断する考えでした。

　しかし、現地では武力衝突が相次いでおり、８日にも首都ジュバと南部イェイを結ぶ幹線道路で民間人を乗せた車両が襲撃され、少なくとも２１人が死亡。自衛隊が駐留するジュバは落ち着いているとの政府の認識が成り立たなくなりました。このため派兵期間の延長を決めるにとどめ、新任務付与については来月以降に改めて判断する見通しです。

　新任務付与をめぐっては、稲田朋美防衛相がジュバを訪れ、現地の活動状況や治安情勢を確認したほか、２３日午後には実動訓練を行っている部隊を視察する予定です。

首相らＮＳＣ主要５人、８日に全員留守…懸念も

読売新聞2016年10月13日 09時53分

　国家安全保障会議（ＮＳＣ）に常時出席している安倍首相ら５人全員が８日、国内外への出張などで東京を不在にした。



　首相官邸や各省では官房副長官や政務三役が東京都内に待機しており、危機管理態勢に問題はなかったが、政府・与党内からは「有事が重なれば混乱した可能性もある」（首相官邸筋）と懸念する声も上がっている。

　政府は北朝鮮のミサイル発射や海外テロなどの際、必要に応じてＮＳＣ４大臣会合を開き、対応を協議している。首相、菅官房長官、岸田外相、稲田防衛相が法定メンバーで、麻生副総理も毎回出席する。

　８日は、首相が豪雨災害の被害を受けた岩手県岩泉町を視察していたほか、菅氏は沖縄県、岸田氏は広島県、稲田氏は南スーダン、麻生氏は米国をそれぞれ訪問中だった。この日は、２日後に北朝鮮の朝鮮労働党創建記念日を控え、核実験やミサイル発射などの観測が高まっていた。【続きあり】
首相、年金法案成立に意欲　PKO新任務リスク増えず

共同通信2016/10/12 17:49

　安倍晋三首相は12日の衆院予算委員会で、高齢者への年金給付が抑制されるとして野党が反発を強めている年金制度改革法案の今国会成立に意欲を示し、「審議し成立させてほしい」と強調した。安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を付与した場合も、リスクは増大しないとの認識も示した。稲田朋美防衛相も11日に同様の答弁をしている。

　年金制度改革法案は、将来世代の年金水準の確保が目的。物価が上昇しても賃金が下がれば年金を減額するなどの仕組みを盛り込んだ。民進党など野党は「年金カット法案」と批判している。

秘密指定、防衛省２件解除＝金田法相
　金田勝年法相は１２日の衆院予算委員会で、政府が指定した特定秘密のうち、防衛省が２件の指定を解除したことを明らかにした。民進党の井出庸生氏の質問に対し答えた。判明した指定解除は、外務省、警察庁の分を合わせ計５件となった。
　政府関係者によると、防衛省は６月１４日に他国から収集した情報について自ら指定解除。機密情報の入手を見込んで秘密指定した「統合中期情報見積もり」については、対象期間内に情報が得られなかったとして、８月９日に独立文書管理監から指定解除を求められ、同１７日に是正した。（時事通信2016/10/12-15:49）
０７年司法試験「集団的自衛権行使は禁止」？→正解○　山尾氏「来年出たら×か」

東京新聞2016年10月13日 朝刊

　民進党の山尾志桜里前政調会長は十二日の衆院予算委員会で、二〇〇七年の司法試験に集団的自衛権行使の禁止を正答とする設問が出たことを取り上げ「○だった解答が、もし来年出たら×になるんじゃないか」と、昨年成立した安全保障関連法で行使を容認した政府を追及した。

　〇七年の司法試験の短答式試験（マークシート方式）の中で、憲法九条に関するア～ウの各記述について正誤の組み合わせを選択させる設問があり、ウの記述は、九条の政府解釈について「集団的自衛権の行使が禁じられており」と記述されていた。

　金田勝年法相はウの解答は○と認めたが、山尾氏の質問には「法相が所見を述べれば、司法試験の考査委員が独立、中立の立場で問題作成する趣旨を損なう恐れがある」と回答を避けた。

　検事出身の山尾氏は、司法試験に七回目の挑戦で合格した自身の経験も踏まえ「多くの法律家が安保法に問題があると思っている中で、学問的な信条を捨てて政権に迎合しなければ法律家になれない環境ができていくなら罪は非常に重い」と批判した。　（古田哲也）

防衛相、在特会記事二審も敗訴　名誉毀損否定、大阪高裁

共同通信2016/10/12 11:41

　「在日特権を許さない市民の会」（在特会）と近い関係にあると報じた週刊誌「サンデー毎日」の記事で名誉を毀損されたとして、稲田朋美防衛相が発行元の毎日新聞社に550万円の損害賠償と謝罪記事の掲載を求めた訴訟の控訴審判決で、大阪高裁は12日、請求棄却の一審大阪地裁判決を支持、稲田氏側の控訴を棄却した。

　判決によると、サンデー毎日は2014年10月5日号で「安倍とシンパ議員が紡ぐ極右在特会との蜜月」との見出しを掲げた記事を掲載。本文では「稲田氏の資金管理団体が在特会幹部に近い人物8人から計約21万円の寄付を受けていた」と指摘して「近い距離が際立つ」と報じた。

しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

検証　政治とカネ　業界寄り答弁の背景は…

首相・厚労相に巨額献金　製薬企業　政治連盟でカネ集め

　「医薬品の製造原価そのものが企業秘密」（安倍晋三首相）、「医薬品の製造原価や研究開発費など企業にとって機密性の高い情報を出していただいている」（塩崎恭久厚生労働相）―。異常な高薬価の値下げと、算定プロセスの見直しを求める日本共産党の小池晃書記局長の質問（６日、参院予算委員会）に対し、製薬業界寄りの答弁が繰り返されました。その背景には、何があるのか―。

“よき理解者を”
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（写真）製薬産業政治連盟が入居するビル＝東京・日本橋


　製薬会社の業界団体、日本製薬団体連合会（日薬連）が入居する東京・日本橋のビルに、製薬産業政治連盟という政治団体が同居しています。設立趣旨書に「政治の場によき理解者を求め、政治活動を支援」すると明記して２０００年５月に設立されました。

　同政治連盟の政治資金収支報告書によると、毎年、５～６回のセミナー（政治資金パーティー）を開催、５０００万円前後を集めています。このうち、ほぼ３分の１は、日薬連会長会社の大日本住友製薬、副会長会社のアステラス製薬、エーザイ、田辺三菱製薬など大手１０～１１社が毎回３０万円ずつ、パーティー券を購入しています。

　こうして集めたカネを原資にして、自民党議員を中心に政治家のパーティー券購入という形で資金提供しているのです。形を変えた企業献金です。

　１２～１４年の３年分を見てみると、計１６回のセミナーで計１億５１６４万円を集め、９割近い１億３２８８万円（８７・６％）を政治家のパーティー券購入にあてています。（図参照）

　このうち、安倍内閣の閣僚を調べてみると、自民党政調会長代理を務めたあと、１４年９月から現職の塩崎恭久厚生労働相は、資金管理団体が開く１回の「セミナー」が５０万円など、計５９０万円の資金提供を受けています。

　衆院厚生労働委員会理事、自民党社会部会長を務めるなど“社労族”だった安倍晋三首相も、後援会の「政経セミナー」を１回で４０万円、５０万円と高額購入してもらい、計３９０万円。続いて自民党厚労部会長や参院厚労委員長を務めた金田勝年法相が３２０万円、薬剤師で衆院厚労委員長も務めた松本純国家公安委員長が２７４万円など。

癒着構造解明を

　安倍首相と１２人の閣僚であわせて２２１４万円分のパーティー券を購入してもらっています。製薬産業政治連盟が購入したパーティー券の、実に６分の１、１６・７％に相当します。

　小池書記局長が指摘したように、国民に高薬価などの痛みを押し付ける前に、製薬業界と自民党の癒着の構造にメスを入れることが求められています。（藤沢忠明）
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産経新聞2016.10.12 17:35更新 
【新潟県知事選】「手足を休めたら勝利の女神から見放される」自民党・二階俊博幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は１２日、新潟県知事選（１６日投開票）に立候補している推薦候補の応援のため新潟市内の選挙事務所などを訪れ、「これからが勝負だ。必ず勝利できると確信を持っている」と激励した。記者団には「手や足を休めた方が勝利の女神から見放される。『ヘッドスライディングでやっと勝った』でいい」と述べた。知事選は与野党の候補が接戦を演じている。
　二階氏は、知事選の争点の一つとなっている東京電力柏崎刈羽原発の再稼働については「国が責任を持って判断すべきだ」と述べるにとどめた。
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

大激戦　新潟県知事選　市民「米山さん勝たせる」　ママたち　電話かけに奮闘

　１６日投票の新潟県知事選は、市民団体と５野党が擁立する米山隆一候補（４９）が猛追し、大激戦、大接戦となっています。参院選に続く、県知事選で市民と野党の共同が進化し、「なんとしても当選させよう」と、多くの市民が立ち上がる選挙となっています。（吉岡淳一、打保哲広）
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（写真）市民の力で米山隆一候補を押し上げたい、と集まったママたち＝10日、新潟県上越市


　上越市内で１０日に開かれた米山候補の個人演説会には、１００人近いママさんたちが幼子を抱えながら壇上に上がり、「守りたい命。守りたい未来」とアピール。参加者の熱気に包まれました。パパと一緒に６カ月、４歳、５歳の子を連れた女性（３４）は、「未来に原発は動いてほしくないから」との思いです。

　米山候補の各地の事務所はどこも、党派を超えた市民たちの熱気でいっぱい。長岡市の事務所でも、若いママたちが電話かけや宣伝に懸命です。

　新潟市の事務所で連日早朝から手伝いをしている女性は、「多くの人たちから『参院選よりがんばっている』という声が返ってきます」と話します。自公が推薦する森民夫候補が知事になったら、本当に柏崎刈羽原発が再稼働されてしまう危機感からです。「以前は親しい人にしか声をかけなかったけれど、今回は手当たりしだいです」と意気込みます。

　上越事務所の中心メンバーの一人の男性は、市民のかつてない規模での運動の広がりを強調しながら、「政治に無関心だった妻から『がんばって』と励まされ、初めて電話かけをしてくれた」といいます。

しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

新潟知事選　県民共同ＶＳ官邸・原子力ムラ　違いくっきり　再稼働にノー　米山候補　自ら判断せず　相手候補

　新潟県知事選（１６日投開票）は、東京電力柏崎刈羽原発（柏崎市、刈羽村）６、７号機の再稼働を最大争点に大激戦、大接戦となっています。“首相官邸・財界・原子力ムラ”と、県民の共同との対決です。（唐沢俊治）
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（写真）聴衆と握手する米山隆一候補＝10日、新潟県糸魚川市
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（写真）電話かけに懸命な市民たち＝新潟県上越市の米山候補の事務所


　「再稼働反対」の県民の願いに寄り添い、猛追する米山隆一候補（４９）＝共産、社民、生活、新社会、緑の５党、市民団体が擁立＝は、原発事故の検証・総括なしに再稼働の議論はできないと主張し、「柏崎刈羽原発の再稼働は認めません」と明言しています。

　米山候補は１９９９年、茨城県東海村で起きたＪＣＯ臨界事故の際、放射線医学総合研究所の当直医。大量の放射線を浴びた労働者が亡くなり「そんな人をもう二度とつくってはいけない」と決意しています。

６割が反対

　一方、森民夫候補（６７）＝自民、公明推薦＝は告示前、「県民の安全・安心の確保を最優先」と抽象的にのべるだけでした。世論調査で原発再稼働反対が６割を超え、選挙戦後半、大慌てで「県の技術委員会でしっかり検証し、問題があれば国に対してノーと言う」と訴え始めました。しかし森候補は、原発事故の原因検証や、避難計画の実効性について考えを示していません。自ら見解を示さず、県技術委員会に丸投げするのは無責任だと批判の声が出ています。

　新潟市内の女性（６２）の自宅に１０日、「森民夫の選挙事務所」から女性の声で電話があり、「原発を再稼働しないことに決めました」と言います。「そんな話、聞いたことない」と問うと、電話の女性は「森民夫は、お勉強して考えを変えました」と言いだす始末でした。

推進の自公

　同候補を推す自公政権は、全国の原発再稼働を推進してきました。２０１４年７月１２日の自民党の新潟県連大会では、「柏崎刈羽原発の再稼働のための安全審査の結果を見極め、原子力規制委員会が安全を確認したものから順次再稼働するよう求めていく」と決議しました。

　自民党の二階俊博幹事長は今月７日、経団連幹部との会合で、知事選に言及し「何とか（森候補の）勝利を考えていきたい。電力業界などオールニッポンで対抗していかなければならない」と訴え。電力業界などと一体に再稼働推進の構えです。

　「森さんは、『技術委員会が検証し問題があればノーと言う』と主張しますが、自らは再稼働にノーだとは言っていない」と指摘するのは、「なくそテ原発２０１６柏崎大集会」（９月３日）の実行委員長で、「つなげよう脱原発の輪　上越の会」代表の男性（４０）です。

　「再稼働を推進する議員が多数を占める自民党に支えられて、本当に国に対し『ノー』と言えるでしょうか。『再稼働は認められない』とはっきり言う米山さんに期待したい」と話しました。
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「解散風吹き始めた」＝自民副総裁
　自民党の高村正彦副総裁は１２日、衆院解散・総選挙の時期に関し、「解散風が吹き始めている」と述べ、早期解散があり得るとの認識を示した。党本部で記者団に語った。
　高村氏は「常在戦場の構えで、何らかの準備を始めるのがいい」と述べ、党所属衆院議員に選挙準備を促した。　（時事通信2016/10/12-11:24）
稲田防衛相の控訴棄却　「在特会と近い」週刊誌報道
朝日新聞デジタル2016年10月12日11時24分
　「在日特権を許さない市民の会」（在特会）と近い関係にあるかのような記事で名誉を傷つけられたとして、稲田朋美防衛相（５７）が週刊誌「サンデー毎日」の発行元だった毎日新聞社に慰謝料など５５０万円と謝罪記事の掲載を求めた訴訟の控訴審で、大阪高裁（田中敦裁判長）は１２日、「論評の域を逸脱しない」とした一審・大阪地裁判決を支持し、控訴を棄却する判決を言い渡した。
　サンデー毎日は２０１４年１０月５日号で「安倍とシンパ議員が紡ぐ極右在特会との蜜月」と題する記事を掲載。稲田氏の資金管理団体への献金者に、在特会幹部らとともに活動する人物が８人いるとし、「在特会との近い距離が際立つ」と書いた。
　高裁判決は、ヘイトスピーチをする在特会と「蜜月」とされた記事は稲田氏の名誉を傷つけたと認めたうえで、記事には公益性があり献金を受けた根幹部分の記載は真実だと指摘。違法性はないと結論づけた。
「衆院解散、常在戦場を超え準備を」　自民・高村氏
朝日新聞デジタル2016年10月12日13時08分

高村正彦氏
■高村正彦・自民党副総裁
　衆議院の解散時期については、神のみぞ知る。安倍晋三首相自身にしても今の段階で、確定的なことは分からない。私はそう思っている。ただ、確かなことは解散風は吹き始めていることだ。常在戦場という心構えを超えて、何らかの準備は始めた方がいい。若い方たちへのアドバイスとしては、「この国会で、政府与党が何をしようとしているのか、それが国民のためにどう役に立つのか、そのために自分はどういう貢献をしているのか」ということを選挙区の隅から隅まで回ってしっかり伝えていくことが大切だと。お足（＝お金のこと）は使うとなくなるが、足は使うと丈夫になる。今のところは足を使った運動をしておくのがいい。（党本部で記者団に）
産経新聞2016.10.12 11:36更新 
「解散風が吹き始めている。何らかの準備を」自民党・高村正彦副総裁が若手議員にゲキ
　自民党の高村正彦副総裁は１２日、取り沙汰される来年１月の衆院解散に関連し「確かなことは解散風が吹き始めているということだ。常在戦場の心構えを超え、何らかの準備を始めた方がいい」と指摘した。解散時期については「神のみぞ知る。安倍晋三首相自身も今の段階で確定的なことは分からないという風に思っている」と述べた。党本部で記者団に語った。
　選挙基盤が弱いとされる当選１、２回の若手議員に対しては「選挙区の隅から隅まで回り、政府・与党が今国会で何をしようとし、自分はどう貢献しているかを伝えることが大切で、今のところは足を使った運動をしておく方がいい」と助言した。
自民党 　選挙の備えは「足を使って」…高村副総裁
毎日新聞2016年10月12日　19時16分（最終更新　10月12日　19時16分）
　自民党の高村正彦副総裁は１２日、与野党の間で衆院の早期解散説が広がっていることを踏まえ「『お足』（お金）は使うとなくなるが、足は使うと丈夫になる。今のところは足を使った運動をしておくのがいい」と述べ、党所属議員に選挙に備えるよう促した。党本部で記者団に語った。 
　高村氏は「解散時期は神のみぞ知る。確かなのは解散風が吹き始めていることだ」と指摘。「自分が（国政に）どう貢献しているか、選挙区の隅から隅まで回って伝えることが大切だ」と若手議員にアドバイスした。 
　高村氏の発言について、党幹部は「選挙用の事務所を構えて解散がないと悲惨だから、とりあえずカネをかけずに足で稼げという意味だろう」と解説した。【大久保渉】
「解散、１００％あると思い準備」　公明・井上氏
■井上義久・公明党幹事長
　（来年１月の衆院解散の可能性について）これは常在戦場としか言いようがない。総理が決めたら我々は受けて立つ以外にない。その時になって慌ててたのでは戦にならないので常在戦場と言っている。常在戦場というからには、やはり１００％あると思ってやらないと準備なんかできない。（ＢＳ１１の番組で）
自由党に党名変更＝生活


新党名「自由党」を掲げる生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎共同代表（左）と山本太郎共同代表＝１２日午後、東京・永田町の衆院第２議員会館
　生活の党と山本太郎となかまたちは１２日、両院議員総会を開き、自由党への党名変更を決定し、総務省に届け出た。小沢一郎共同代表は記者会見で「自由党時代は政治理念も政策も非常に筋道の通った活動をすることができた。原点回帰ではないが、みんなの意思が一致した」と説明した。
　小沢氏は１９９８年に旧自由党を結成し、党首に就任。９９年に自民党との連立政権に参加した。
　一方、山本太郎共同代表は会見で、年明けに衆院選があった場合、自身は自由党所属の参院議員のまま、別の政治団体「山本太郎となかまたち」で比例代表選挙に候補者を擁立する考えを示した。
　党名変更に伴い、参院で社民党と結成した統一会派は「希望の会（自由・社民）」に名称を変更した。（2016/10/12-20:52）
「生活」、「自由党」に党名変更　小沢氏、支持拡大狙う

共同通信2016/10/12 22:00

　生活の党は12日の両院議員総会で、党名を「自由党」に変更すると決定した。小沢一郎共同代表は記者会見で「年明けの衆院選の可能性が高い状況で、党の態勢を一新して臨みたい。保守層にも支持を広げたい」と述べた。同日、総務省に変更を届け、受理された。

　自由党は、新進党を解党した小沢氏が1998年に結成した政党と同一名称。小沢氏は「自由党の時が政治理念や政策が一番はっきりして筋道の通った活動ができた。国民の支持もあった。原点回帰ではないが皆の気持ちが一致した」と変更の理由を説明した。

　アンケートで党員の意向を確認。回答の約8割が自由党の「復活」に賛同したという。

生活 党名を「自由党」に変更決める
NHK10月12日 22時04分
生活の党は、両院議員総会を開き、次の衆議院選挙に向けて、党勢を拡大するためには保守層に浸透する必要があるとして、党名をかつて小沢代表が党首を務めた党と同じ「自由党」に変更することを決めました。
生活の党は、国会内で、両院議員総会を開き次の衆議院選挙に向けて、党勢を拡大するため、党の体制を一新したいとして、党名を「自由党」に変更することを決めました。
「自由党」は、かつて小沢代表が党首を務めていた党と同じ名前で、１３年ぶりに党名が復活することになります。
このあと小沢代表は、記者会見で、「かつての『自由党』のときが、いちばん、政治的理念も政策もはっきりとして、筋道の通った活動をすることができ、多くの支持を得ることができた。
野党の中で、保守の支援を得られる政党がなかなか見当たらない。保守の票を獲得しなければ政権をとれないので、ウイングを保守層にも広げていきたい」と述べました。
一方、山本共同代表は、次の衆議院選挙では、党に所属したまま別の政治団体から、比例代表の東京ブロックなどに候補者を擁立する考えを明らかにしました。
山本氏は、「同じパイを政党どうしで奪い合うのではなく、無党派層や、政治に対して無関心な人の受け皿をつくりたい」と述べました。
小沢一郎氏、１０個目の政党「自由党」　生活が党名変更
朝日新聞デジタル関根慎一2016年10月12日20時56分

小沢一郎氏の政党の変遷


　生活の党の小沢一郎代表は１２日、山本太郎氏と率いる「生活の党と山本太郎となかまたち」の党名を「自由党」に変更し、総務省に届け出た。１９６９年に自民党で初当選以来、与野党で浮沈を繰り返してきた政治人生だが、これで所属する政党名は１０個目。かつて率いた党名に回帰することで、支持回復をめざす。
　小沢氏は記者会見で「自由党の時が一番、政治的理念、政策も非常にハッキリとして、多い時に６００万票を超える支持を頂いた」と説明。かつての自由党は二階俊博・自民党幹事長や小池百合子・東京都知事が所属。自民党と連立後、政権から離脱し、その後民主党と合流した歴史がある。今後は民進、共産、社民各党との野党共闘を維持しつつ、「保守の自民党以外の浮動票を取らないと政権は取れない」と強調した。党員や支持者への郵送アンケートは過半数の返信があり、その８６％が自由党に賛成だったという。
　参院議員の山本氏は自由党籍のまま、独自の政治団体「山本太郎となかまたち」を結成。自らはくら替え立候補しないものの、次期衆院選比例東京ブロックで候補擁立をめざす。小沢氏は比例ブロックへの届け出について、「自由党と山本太郎となかまたちの二つ存在する可能性が大きい」と語った。（関根慎一）
産経新聞2016.10.12 23:13更新 
【小沢一郎・山本太郎氏会見詳報】「年明け総選挙へ態勢一新」「山本太郎ファン票を取り込みたい」

党名を「自由党」に変更することを決定し、記者会見する生活の党の小沢（左）、山本両共同代表＝１２日午後、国会 
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表は１２日夕、国会内で記者会見し、党名を「自由党」に変更すると発表した。記者会見の詳報は以下の通り。
　◇　
　小沢氏「議員総会が終了したので結果について報告する。きょうの議題は、先週、私と山本太郎代表との協議から始まったが、年明けに衆院解散・総選挙がささやかれている。かなり可能性も高いだろうという状況の中で、われわれとしても、この機会に党の態勢を一新し、そして総選挙に臨もうということになった」
　「対外的にアピールするものとして、政党の名前そのものがあるわけだ。先週、議員間では、新しい党名を『自由党』ということでどうだろう、という結論になった。しかしながら、いずれにしても、今まで支えてくれた支持者の方々、党員サポーターのご意見を聞いた上で最終的に決めようということにした」
　「１０月６日、７日に党員、サポーター、支持者に（往復はがきを発送して）聞いた。きょうの時点で、過半数の返信があった。世間にも、メディアを通じて知れ渡っているので、いつまでも放置しておくわけにはいかないということから、過半数の返信の８６％の皆さんから『自由党でよろしい』という回答をいただいた」
　「きょうの議員総会で、新しい党名を『自由党』としてスタートし、総選挙に備え、戦いに臨もうとなった。いずれ選挙に臨む政策をはじめ、事務的な作業を今月中に完了し、来月以降はできるだけ地方の組織を、新しい党のスタートの会合を開きながら、歩いていこうと。そんなふうに自分自身では思っている」
　山本氏「来年の通常国会冒頭解散がささやかれる中で、総選挙をどう戦うのか。生活の党と山本太郎となかまたちは『自由党』に名前を変える。もうひとつ、総選挙に向けて違う戦い方がないかと。既存の選挙の中でのやり方と違ったやり方がないかと、小沢氏に提案させていただいた」
　「『山本太郎となかまたち』という政治団体で衆院選の比例ブロックで挑戦したい。自由党に籍を置きながら。例えば、東京の比例ブロック、これ定数の２割、４人を立候補させる。６割に満たない投票率の中で、同じパイを政党同士から奪い合うというところから少し離れた考え方で、無党派、無関心である方にリーチできるような受け皿をつくりたい。まず、衆院の東京比例ブロック、もし資金、他の事情が許せば、南関東ブロック、北関東ブロックに広げていければいい」
　小沢氏「今の件は初耳の人が多いかもしれない。私もそこまで考えたことがなかった。山本代表の話を確認したところ、定数の２割の候補者を立候補させれば、比例代表に政党でなくても政治団体で参加できるという条文があった。『山本太郎のファンの票』を政党の票とは別に、なんとかして獲得したい。ちょっと、すぐには『ストン』とこないかもしれないが、そういうやり方を彼はしたいということで」
　「彼は自由党に在籍のまま、そういう団体の指導をしていく。そんな戦い方も、少なくとも東京では行える。『自由党』と『山本太郎となかまたち』、比例代表では２つ存在するということになる可能性が高い」
　－－「自由党」という党名を選んだ理由は。小沢氏と関係が深いが
　小沢氏「ひとつは、最初、自民党を離党したときは新生党でしたが、（その後）新進党という大きなかたまりができた。しかし、その後、自由党を結成したが、私、他の議員も、自由党のときが一番、政治的理念も政治、政策も非常にはっきりとして、その意味において、非常に筋道の通った活動、行動をすることができたと。結果として、国民の支持も、多いときに（平成１２年衆院選の比例票の）６００万票を超える支持をいただいたこともあり、その双方から、自由党というネーミングが期せずして、みんなの気持ちが一致した」
　「それからもうひとつ、野党の中で、名前がどうこうというわけではないが、いわゆる保守の人たちの支援を得られるような政党名は、なかなか見当たらない。結果として、やはり、保守の浮動票といってはあれだが、自民党以外の票を取らなければ、政権は取れない」
　「だから、民進党も社民党も共産党もいいが、さらにウイングを広げて、保守層にも、広げていくためには、今思ったことですが、結果として（自由党が）いいと思う」
　－－党の綱領、共同代表制などはどうなるのか
　小沢氏「綱領、政策のこと？　それはきちんと、そんなに飛び離れたものができるはずはないが、選挙となればマニフェストをつくらないといけない。その意味では、新たなスタートとしてやり直ししていかないといけない。山本代表は自由党を離れるわけではない。いわゆる『山本太郎ファン』の票をいかに散らさずに獲得するか。選挙戦でそういう方法を取りたいということで、それはいいのではないか」
　－－かつての自由党は「新自由主義」「新しい保守を目指す」というイメージだった。今度の自由党との政治理念の違いは
　小沢氏「新自由主義とはぜんぜん別だ。今いわれている新自由主義とはぜんぜん考え方は違う。自由党は、政治理念もそれに基づく政策も最も純粋ではっきりし、そして、自由党の（日本一新）１１法案を国会にも提出した。世間もマスコミも予想できないような大きな支持も得られた。そういう意味で、原点回帰というわけではないが、みんなの気持ち、意志が一致したということだ。繰り返すが、野党がもう少し、ウイングを広げないと政権は取れないということも考え合わせれば、自由党という存在も大きな意味があるんじゃないかと思っている」
　－－「生活」という言葉は、今後どうなるのか
　小沢氏「『政治は生活である』『国民の生活が第一』。その基本的な考え方を変えるつもりはない。今後も持ち続けていきたいし、自由党となっても、その考え方を前面に立ててやっていきたい」
　－－東京都の小池百合子知事が豊洲新市場問題や東京五輪の経費削減に取り組んでいるが、評価は
　小沢氏「小池氏が、今の問題、広く言えば都政に勇気をもって挑んでいるということは、たいへん結構なことだと思う。豊洲市場の問題も五輪にしても、官僚を悪者扱いするつもりはないが、非常に無駄、いいかげんさ、そして隠蔽する、情報を隠す。いろいろな弊害が大きくなっている」
　「そこにメスを入れないようでは、ますます矛盾が大きくなる。これは伏魔殿と呼ばれる都庁もそうだが、霞が関も一緒だ。そこに勇気を持ってメスを入れて、本当に開かれた行政がつくられ、矛盾した問題が解明されることを望んでいる」
　「大変なことだとは思うが、それを覚悟で都知事に出て、都民の支持を得た。そこは途中で、そういう旧体質、旧体制、既得権と妥協しないで頑張ってほしい」
　－－小池氏の課題は
　小沢氏「旧体制、簡単にいえば、自民党や官僚と妥協せずに都民に訴えたその主張と政治姿勢を貫いてほしい」
こころ・中野氏「１１月解散もあり」
　日本のこころを大切にする党の中野正志幹事長は１２日の記者会見で、次期衆院選について「いろいろうわさが飛び交っているが、政治家の勘としては、１１月解散、１２月選挙もありではないか」と語った。
　この後、同党幹部は理由として、衆院選日程をプーチン・ロシア大統領の１２月訪日のタイミングに合わせれば、与党に有利に働く可能性があると指摘した。（時事通信2016/10/12-15:56）
１８歳被選挙権法案など１３本提出＝維新、参院に議員立法
　日本維新の会は１２日、公職選挙に立候補できる年齢を一律「１８歳以上」に引き下げる公職選挙法改正案など１３法案を参院に提出した。浅田均政調会長は提出後、国会内で記者会見し、「抜本改革をしないと若者の声を反映するのは難しい」と述べ、他党にも賛同を呼び掛ける考えを示した。（時事通信2016/10/12-15:00）
維新 被選挙権年齢引き下げなど１３法案を提出
NHK10月12日 15時31分
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今の国会で１００本の法案提出を目指している日本維新の会は、選挙に立候補できる年齢を１８歳以上へ引き下げるほか、外国籍のある人が国家公務員になるのを禁止するなどとした、合わせて１３本の法案を参議院に提出しました。
日本維新の会は、党が掲げる政策を実現するため、今の国会で１００本の法案提出を目指していて、先に衆議院の議員定数を３割削減するなどとした１１本の法案を参議院に提出したのに続き、１２日、新たに１３本の法案を提出しました。
提出した法案では、若者の政治参加を進めるため国政選挙・地方選挙ともに立候補できる年齢を１８歳以上へ引き下げるほか、外国籍のある人が国家公務員になるのを禁止するとしています。また、自治体が運営する地下鉄やバスなどの民営化には地方議会の３分の２以上の同意が必要となっている要件を、過半数の同意に緩和するなどとしています。
浅田政務調査会長は記者団に対し、「党所属の地方議員からの提案も参考にして、私たちの考え方が、よりはっきり伝わるような法案を提出していきたい」と述べました。
茂木政調会長「安定政権へ必要」　自民党総裁の任期延長

共同通信2016/10/12 13:53

自民党の茂木敏充政調会長は12日、東京都内で開かれた共同通信きさらぎ会で講演し、党則で「2期6年まで」と定められている党総裁の任期延長の議論に関し「安定した政権が継続できる制度が重要だ」と強調した。来年1月の衆院解散論については「安倍晋三首相の専権事項だ。どのテーマで、いつ国民に信を問うかは、首相が一番適切なタイミングを判断する」と指摘した。

　専業主婦世帯などの所得税額を軽減する配偶者控除見直しを巡り、パートで働く主婦らが控除に合わせて労働時間を抑える「103万円の壁」を取り除く必要があると強調した。
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共同通信きさらぎ会で講演する自民党の茂木政調会長＝12日午前、東京都内のホテル　
産経新聞2016.10.12 15:28更新 
「安定政権が継続する制度が重要」自民・茂木敏充政調会長　党総裁任期延長で
　自民党の茂木敏充政調会長は１２日、東京都内で開かれた共同通信きさらぎ会で講演し、党則で「２期６年まで」と定められている党総裁の任期延長の議論に関し「安定した政権が継続できる制度が重要だ」と強調した。来年１月の衆院解散論については「安倍晋三首相の専権事項だ。どのテーマで、いつ国民に信を問うかは、首相が一番適切なタイミングを判断する」と指摘した。
　専業主婦世帯などの所得税額を軽減する配偶者控除見直しをめぐり、パートで働く主婦らが控除に合わせて労働時間を抑える「１０３万円の壁」を取り除く必要があると説明。「実質的に、かつ早期に取り払えるような措置が取れるよう議論が始まる。しっかり結論を得たい」と訴えた。
産経新聞2016.10.13 10:50更新 
連合会長が民進・蓮舫代表に注文　「次期衆院選の候補者擁立加速を　安倍政権との違い明示が必要」
　民進党の蓮舫代表は１３日午前、都内の党本部で最大の支持母体である連合の神津里季生（りきお）会長と会談した。
　神津氏は次期衆院選に向けた候補者擁立について「さらに加速してほしい。前回衆院選は候補者が１７８人だった。自分たちが応援する人がいないことほど辛いことはない。年明けの解散がささやかれており、時間がない」と述べた上で、「候補者の一本化はより一層、重たい課題だ」と指摘した。
　さらに神津氏は「基本政策や政権構想を早期に国民に分かりやすく示してほしい。安倍政権との違いを明示することは非常に重要だ」と注文をつけた。
　会談は民進党と連合が定期的に行っている意見交換会で、蓮舫氏の代表就任後に開かれるのは初めて。会談には野田佳彦幹事長らも出席した。
辺野古承認「撤回」も視野＝翁長沖縄知事インタビュー


インタビューに応じる沖縄県の翁長雄志知事＝１１日午後、沖縄県庁
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、県が前知事による埋め立て承認を取り消してから１３日で１年になるのに先立ち、翁長雄志知事が時事通信のインタビューに応じた。翁長氏は「承認『撤回』も視野に入れる。辺野古の工事は前に進まないと確信している」と述べ、国との訴訟で敗訴が確定しても、辺野古移設阻止に全力を挙げる考えを強調した。
　「取り消し」が承認自体の法的な問題を理由に行われるのに対し、「撤回」は承認後に生じた理由に基づき効力を失わせること。翁長氏は、前知事の承認以降、国政・地方選挙で移設反対派が連勝し、新たな民意が示されたことが撤回の要件になり得るとの立場だ。
　国が起こした取り消しの違法確認訴訟について、翁長氏は「確定判決には従うが、この裁判だけの話だ」と指摘。国の申請に対して県が許諾する岩礁破砕許可や設計変更などを挙げ、「一つ一つ、しっかりと審査する」と述べ、知事権限を行使して工事を進展させない方針を示した。
　翁長氏は今年の県議選や参院選で辺野古移設反対派が勝利したことに触れ、「承認取り消し後、県民の意思が明確になってきた」と力説。辺野古移設が唯一の選択肢とする国に対しては、「民意を一顧だにしないのは大変残念」と批判した。（時事通信2016/10/12-19:49）
沖縄知事発言に不快感＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は１２日午前の記者会見で、沖縄県の翁長雄志知事が同県の米軍北部訓練場（東村など）の一部返還をめぐり、いったん「歓迎する」と述べた後で事実上撤回したことについて、「よく分からない」と不快感を示した。
　翁長氏は、返還に賛成する一方、その条件となっているヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設には慎重な立場。菅氏は一部返還に関し、「沖縄県に占める米軍基地の約２０％（が返還される）。大幅に負担が軽減する」と述べ、年内返還を目指す考えを改めて強調した。（時事通信2016/10/12-12:43）
日米 沖縄北部訓練場の一部年内返還で協力へ
NHK10月13日 0時08分
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稲田防衛大臣は、防衛省で、アメリカ海兵隊トップのネラー総司令官と会談し、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還について、年内の返還実現に向け、協力していくことを確認しました。
アメリカ海兵隊トップのネラー総司令官は、東アジアのアメリカ軍基地などを視察するため日本を訪れており、１２日防衛省で稲田防衛大臣と会談しました。この中で稲田大臣は、「わが国を取り巻く安全保障環境は、北朝鮮の核、ミサイル、東シナ海の状況など、大変厳しい状況で、日米の強固な同盟関係が不可欠だ」と述べました。これに対しネラー総司令官は、「日米同盟は、われわれの同盟の中で、いちばん強い同盟の１つで、海兵隊が提供できるすべての支援を行いたい」と述べました。
また稲田大臣は、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還について、「年内の返還に向けて、鋭意努力しており、引き続き協力をお願いしたい」と述べたのに対し、ネラー総司令官は、「海兵隊としても、返還を希望している」と応じ、年内の返還実現に向けて協力していくことを確認しました。
高江伐採　政府「協議したと誤認」

琉球新報2016年10月12日 10:46 
　【東京】政府は１１日、米軍北部訓練場の部分返還に伴うヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、沖縄防衛局が沖縄森林管理署との事前協議なく立木（りゅうぼく）を伐採した件について「別の場所での立木（りゅうぼく）伐採の協議により伐採に係る協議も行ったものと誤認した」ことなどが原因だとする答弁書を閣議決定した。
　仲里利信衆院議員（無所属）の質問主意書に答えた。
　伐採については「必要最小限の範囲で伐採したものであり、森林の保全に支障を及ぼしておらず、仮に事前協議がなされていれば承認していた状況であった」とした。
　立木の伐採は、８月３日に防衛局から事前協議のない伐採の報告を受けた森林管理署が顛末（てんまつ）書の提出を受け、一度は中止を指示した。だが森林管理署は「現場業者への指示ミスなどが原因だ。誤伐であり、悪質性はない」と判断し、４日に「事後協議が成立」として伐採中止指示を撤回した。
「逮捕覚悟」「世論に受け入れられるか」　米軍ヘリパッド、訓練場内抗議のジレンマ

沖縄タイムス2016年10月12日 08:03

　米軍北部訓練場で進むヘリパッド建設に抗議する市民が、訓練場内に入り直接行動を始めて約３週間。ヘリパッドの早期完成を目指す政府は、「基地内」で市民を法的に排除するための方法を模索しており、今後は逮捕者が出る事態も想定される。にもかかわらず、なぜ行動するのか－。そうでもしなければ大規模な森林伐採が続く基地内の様子が分からず、建設を止められないという“ジレンマ”を抱えている。



北部訓練場内で沖縄防衛局職員（奥）らと向かい合う市民ら（手前）＝９月２９日（提供）

　建設予定地の一つ、Ｎ１地区の裏側の通称「Ｎ１裏」から市民らが一列になり山へ入る。基地の境界がどこかも分からない、ただただジャングルの森。１人がやっと歩ける幅の獣道を通り抜け、作業現場に約４０分かけてたどり着く。

　訓練場内での抗議行動が始まった９月２２日、市民らはＮ１地区で伐採されそうな木にしがみついたりして阻止行動を展開。その日以降、防衛局側とのせめぎ合いが続いている。

　工事を急ぐ政府は、米軍施設・区域への無断立ち入りを規制する刑事特別法（刑特法）に基づき、防衛局職員による「私人逮捕」を検討。だが、訓練場には施設境界を示すラインがないことなどから難しいと判断し、新たに機動隊による威力業務妨害での検挙を模索している。

＜米軍ヘリパッド＞機動隊員、建設業者の車両で移動　荷台に20人

沖縄タイムス2016年10月12日 07:56

軍北部訓練場ヘリパッド建設で１１日、機動隊員が建設業者の車両で訓練場内を移動していることが確認された。



北部訓練場で建設業者のダンプカーに乗る機動隊員ら＝１１日午後１時半ごろ（仁尾淳史さん提供）

　抗議するため訓練場に入った市民によると、同日午後１時半ごろ、Ｎ１ゲートからＮ１地区へ向かう道で、ダンプカーの荷台に機動隊員約２０人が乗って移動していた。

　９月には県警が警察車両で作業員を運ぶ様子が確認され、市民らから「警察法が定める業務を超え、公正中立が疑われる」と批判が出ていた。

オスプレイ配備　国への不信、不満相次ぐ
佐賀新聞2016年10月12日 10時09分 
　佐賀空港へのオスプレイ配備計画に向けた動きは、空港西側の駐屯地予定地の地権者となる漁協関係者に絞った説明会という新たな段階に踏み出した。ただ漁業者代表から相次いだのは「みんな反対だと実感した」（南川副支所運営委員長）との声が漏れるほど厳しい意見。再説明を申し入れて急ぐ防衛省に対し、漁業者側はノリ漁期を理由に「来年春までは難しい」と突き放した。
　漁業者からは、不信や不満の声が次々と投げ掛けられた。広江支所の６０代の男性は「住民説明会で出たような話と一緒で、疑問とかは解消されなかった」と消化不良気味に語る。
　漁業者が強調するのは、国への不信感。筑後大ぜきや諫早湾干拓事業を巡る漁業への影響と国の対応を挙げた早津江支所の５０代男性は「初めて計画の話を聞いたが、これで協議が一気に進むということはあり得ない」とくぎを刺す。６０代の男性も「ノリ漁の最中に話に来ること自体おかしい。漁期にこういう話を聞くことはもうない」と不快感をあらわにした。
　「大反対」という広江支所の５０代男性は「（自衛隊との共用を否定した）公害防止協定をほごにされ、前回のデモフライトではオスプレイ以外の機体を使うなど何も信用されん。よそにいってほしいだけ」と胸の内を吐露した。
　同席した県の担当者は「議論を深めるには、地権者への説明は避けて通れない」としながらも、「漁業者が話を聞かないというのを無理強いするわけにいかない」と厳しい先行きを示唆する。
オスプレイ 　佐賀の住民説明会終了　地域分断の影響懸念も
毎日新聞2016年10月13日　12時26分（最終更新　10月13日　12時26分）
　陸上自衛隊の新型輸送機オスプレイの佐賀空港（佐賀市）配備計画を巡り、防衛省が順次開いてきた地元校区での住民説明会が終了した。計画の具体像が空港の地元校区に示されたのは初めてで、会場では住民の賛否が分かれ対立する場面もみられた。防衛省は計画を推進する方針を堅持しており、住民側からは「諫早湾干拓のようなもめ事になりかねない」と地域社会の分断などの影響を懸念する声が出ている。 
　防衛省は、空港が立地する佐賀市川副町の４校区（南川副、西川副、中川副、大詫間）ごとに、９月１０日から１０月２日にかけて説明会を実施した。２日の中川副校区の説明会では、農家の男性が「賛成」の立場で「農業者にはあんまり反対の人はおりません」と発言すると、別の住民が「何をいいよっか」と声を荒らげた。 
　反応は校区ごとに違った。大詫間校区（１６２４人）と中川副校区（３２２１人）では配備による地元への利点を確認する声が多かった。「隊員の官舎はどこにできるのか」「空き家を借り上げて隊員が住むことは」などの質問に対し、防衛省側は「隊員の食料調達は周辺でやることが多い」などと応じた。 
　一方、空港近くの有明海で操業する漁業者らが多い西川副校区（５６９４人）と南川副校区（６００７人）では反対意見が目立った。機体の不時着や墜落などによるノリ漁への影響を心配する男性は「万が一の時に国は補償してくれるのか」と語気を強めた。 
　２０１４年夏に防衛相が配備計画を表明してから２年２カ月が経過。この間、地元の反発が強かった米軍の空港利用構想を取り下げた一方で、陸自の施設配置案を決めるなどして計画を具体化させ今回、説明した。防衛省は説明会を経て、オスプレイのデモフライト（試験飛行）を実施する方針で、配備に向けた環境整備を粛々と進める構えだ。 
　国営諫早湾干拓事業（長崎県、諫干）を巡っても、佐賀県内の太良町などでは地域の分断やその後の漁業不振に苦しめられてきた。説明会に出席した川副町出身の民進党所属の江口善紀県議は賛否は保留するが、「計画の話が出た当初から諫干のように、川副でも地元がぎすぎすしてしまうのではないかと思っていた。その兆しが出てきた」と懸念を口にした。【石井尚】 
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

ＴＰＰ批准阻止　議員会館前で抗議　１５日の「１万人行動」へ決意
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（写真）国会にむけてＴＰＰ批准反対を訴える人たち＝12日、衆院第２議員会館


　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の批准を阻止しようと１２日夜、衆院第２議員会館前で抗議行動が行われました。呼びかけたのは、「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」です。

　参加者は「ＴＰＰの審議入り反対」などとコール。各団体の代表は、「今国会での拙速な批准は絶対許さない」と１５日におこなわれる「１万人行動」の成功と批准阻止への決意を表明しました。

　全労連の川村好伸常任幹事は「ＴＰＰは、自治体による地場産材の利用など地域経済振興の努力を水の泡にする」と批判。「１５日の行動に単産にも呼びかけ成功に力を尽くしたい」と語りました。

　農民連の吉川利明事務局長は、岩手県内の七つある単位農協の全てが「全国共同行動」への賛同を表明したことを紹介。「全国の草の根の共同が広がっている。この力で批准を止めよう」と述べました｡

　「ＴＰＰに反対する人々の運動」の山浦康明氏は「１万人行動を成功させ、“ＴＰＰに国民は怒っている”という声を安倍政権に突きつけよう｣と呼びかけました｡

首相 ＴＰＰのコメ輸入枠で国内需給に影響出ない
NHK10月12日 12時20分
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安倍総理大臣は、衆議院予算委員会で、国の管理の下で輸入するコメをめぐり、業者の一部で調整金のやり取りが明らかになった問題に関連して、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定では、主食用のコメに新たな輸入枠を設けるものの、同じ量の国産のコメを政府が買い入れるため、国内の需給への影響は出ないという認識を示しました。
「調整金」価格に影響なし ＴＰＰ「需給に影響ない」
この中で、民進党の村岡敏英衆議院議員は、国の管理の下で輸入するコメをめぐり、業者間で調整金と呼ばれるお金のやり取りが明らかになった問題に関連して、「国産米の価格に影響があったと思っている農家も多く、しっかりした調査をすべきだ」と指摘しました。
これに対し、安倍総理大臣は「農林水産大臣から、輸入米が市場に出ていった結果、市場には影響が出ていない、価格には影響は出ていないと説明は受けている」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣は、今回の問題となった輸入米とは別に、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定には主食用のコメの新たな輸入枠が盛り込まれていることについて、「ＴＰＰで入ってくる７万数千トンに絞って考えるべきだ。この７万数千トンと同量を政府が買い上げ、隔離、断絶するわけであり、需給には影響を及ぼさない」と述べ、同じ量の国産のコメを政府が買い入れるため、国内の需給への影響は出ないという認識を示しました。
また、山本農林水産大臣は、業者への聞き取り調査の記録を公開するよう求められたのに対し、「公表を前提としたヒアリングを行ったものではなく、中身は企業情報そのものであることから、情報の詳細について公表することはできない。それを提出するのは適切ではないと思うが、もし書類が残っていれば検討してみたい」と述べました。さらに、山本大臣は、調査方法について、「国の調査は期間に限りがあり、価格を調べきれていないのではないか」と指摘されたのに対し、「業者が売り渡した金額についても調査したが、公表に応じたのはわずか２社だった。公にできるものに限界があり、任意調査であるということを理解いただきたい」と述べました。
外国人材受け入れ「農業 アニメ 食など法改正視野に議論加速」
また、安倍総理大臣は、政府の国家戦略特区について、「残された重要課題の１つが、外国人材の受け入れ促進だ。高齢化に伴う人手不足が深刻な農業分野において、外国人材を活用していく。また、日本のアニメ、食、デザイン、ファッションに憧れて日本に学びに来て、職を得たいという人がたくさんいる。次期国会への改正特区法案の提出も視野に議論を加速していきたい」と述べました。
日本・ＥＵ経済連携協定「本年中の大筋合意の実現を」
一方、安倍総理大臣は、日本とＥＵのＥＰＡ＝経済連携協定について、「フランスは来年が大統領選挙であり、ドイツは秋に総選挙が予定されている。アンチグローバリズムの動きもある中、私の指揮の下、関係省庁間で緊密に連携しつつ、最善の結果を得ることができる体制を組んで、政府一丸となって、本年中の大筋合意の実現を目指していく」と述べました。
与党、ＴＰＰに全力…１４日審議入り目指す

読売新聞2016年10月12日 15時56分

　政府・与党は２０１６年度第２次補正予算の成立を受け、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案・関連法案の今国会成立に全力を期す構えだ。

　補正予算の審議に続き、間を置かず速やかに審議入りさせることで、「与党ペース」を維持する狙いがある。民進党は審議入りに徹底抗戦するとともに、年金問題などでも政府を追及し、反転攻勢を狙う。

　「ＴＰＰの審議は１４日から淡々と入りたい」

　自民党の竹下亘国会対策委員長は１１日の記者会見でこう述べ、１２、１３両日の衆参両院予算委員会での集中審議が終われば、その翌日の１４日から、継続審議となっているＴＰＰ承認案などを衆院特別委員会で審議入りさせる方針を強調した。【続きあり】
産経新聞2016.10.13 11:30更新 
自民・維新両幹事長　１４日からの衆院ＴＰＰ特別委での審議入りで一致
　自民党の二階俊博、日本維新の会の馬場伸幸両幹事長は１３日午前、国会内で会談し、安倍晋三政権が最重要課題と位置づける環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案について、１４日から衆院特別委員会で審議に入ることで一致した。
　二階氏が会談で１４日の審議入りに向け「協力してほしい」と要請。馬場氏はＴＰＰ推進の立場から協力すると応じ、「慎重で丁寧な委員会運営をしてもらいたい」と注文を付けた。
　民進、共産などの野党は輸入米の売買入札で不透明な取引があった問題をめぐり、農林水産省の情報開示が不十分だとして、１４日からの審議入りに反対している。
　また馬場氏は会談で、衆院憲法審査会を早期に開いて憲法改正の議論を始めるよう求め、二階氏も理解を示した。
　馬場氏は会談後、記者団に自民党の憲法改正草案について「草案をどう取り扱うかというのは、一つの大きなヤマだ。（自民党には）準備に入っていただけると思う」と述べた。
　馬場氏は会談で、カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案の今国会成立を念頭に協力を呼びかけ、二階氏は「よく分かっている」と応じた。
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

ＴＰＰ　与党あす審議入り狙う　穀田氏「言語道断だ」

　日本共産党の穀田恵二国対委員長は１２日、国会内での会見で、与党が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の１４日の審議入りを目指していることについて批判しました。

　穀田氏は「日本共産党の紙智子議員の質問（１１日の参院予算委員会）に対して、政府は、輸入米の売買同時入札（ＳＢＳ）で商社が卸売業者に渡す『調整金』が輸入米の価格引き下げに用いられていた事実を認めた。農家の疑念を呼ぶ行為だったことも認めた。ＴＰＰは国産米に影響“ゼロ”という政府試算の前提が崩れたことは明らかだ。試算をやり直すべきだ」と述べました。
	[image: image32.jpg]



（写真）記者会見する穀田恵二国対委員長＝12日、国会内


　外務省によるＴＰＰ協定文書などの和訳に計１８カ所の誤りがあった問題では「行が丸ごと抜け落ちたり、正反対の言葉に訳すなど、“誤訳”でおさまる問題ではない。そもそも日本語の正文がつくられていないという問題が根底にある」と指摘しました。その上で、いずれも審議の根幹にかかわる重大問題だと強調。「これらを放置したまま審議に入るのはあまりに不誠実であり、言語道断だ。出直すよう言うほかない」と述べました。

　記者から１１日に参院に提出された地球温暖化対策の新たな国際枠組み「パリ協定」承認案との関係をどう考えるか問われた穀田氏は、ＴＰＰの早期承認を最優先にする一方で、きわめて重要なパリ協定承認案の国会提出は先延ばしにしてきた政府・与党の責任を厳しく批判。

　政府が地球温暖化対策に消極的な姿勢で世界各国の動きを見誤る「大失態」を演じたにもかかわらず、国会手続きの遅れに問題があるかのように責任を転嫁していると指摘し、「パリ協定を実のあるものにするため、温暖化対策で世界の足を引っ張ってきた安倍内閣の責任と日本の果たすべき役割を明確にするきちんとした審議を行うべきだ」と力説しました。

ＴＰＰ承認の議案 あすの審議入りめぐり協議へ
NHK10月13日 5時10分
国会は、１３日、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案の審議入りをめぐって、衆議院の特別委員会が理事懇談会を開いて具体的な日程を協議することにしていて、１４日審議入りできるかどうかが焦点になります。
国会では、１２日の衆議院に続いて、１３日は、参議院予算委員会で、内政・外交の諸問題などをテーマに、安倍総理大臣の出席を求めて、集中審議が行われます。
一方、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案の審議入りをめぐって、衆議院の特別委員会の与野党の筆頭理事が断続的に協議し、１３日午前、理事懇談会を開くことで合意しました。
理事懇談会で、与党側は、「いまの国会での承認に向けて、速やかに審議に入る必要がある」として、衆議院の特別委員会で、１４日から審議に入りたいと提案することにしています。
自民党の高村副総裁も、１２日、「１４日には審議入りしてもらいたい。日本が早期に承認し、再交渉でアメリカが有利になることはないと、はっきりさせることが大切だ」と述べました。
これに対して、民進党や共産党は、「特別委員会よりも先に、常任委員会で、閣僚の所信表明と質疑を行うのが国会のルールだ」などとして、１４日の審議入りには応じられないとしています。民進党の山井国会対策委員長は、「拙速な審議や強行的な審議には、ブレーキをかけて、しっかりと情報公開をしてもらいながら、丁寧な議論を時間をかけてやるべきだ」と述べていて、１４日審議入りできるかどうかが焦点になります。
民進 山井氏 ＴＰＰ議案の１４日の審議入りは難しい
NHK10月12日 12時42分
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民進党の山井国会対策委員長は記者会見で、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案について、常任委員会で閣僚の所信表明と質疑が行われなければ、与党が目指す１４日からの審議入りに応じるのは難しいという考えを示しました。
この中で、山井国会対策委員長は、与党がＴＰＰの国会承認に向けて１４日から衆議院の特別委員会で審議に入りたいとしていることについて、「輸入米の価格をめぐる政府の調査は非常に不十分かつお粗末で、審議の前提が整っていない」と指摘しました。
また、山井氏は「常任委員会を先に開くのは、国会の当然のルールだ。それを破って強行するのはなかなか難しい」と述べ、常任委員会で閣僚の所信表明と質疑が行われなければ１４日からの審議入りに応じるのは難しいという考えを示しました。
そのうえで、山井氏は「拙速な審議や強行的な審議にはブレーキをかけて、しっかりと情報公開をしてもらいながら、国民が理解できる丁寧な議論を時間をかけてやるべきだ」と述べました。
一方、共産党の穀田国会対策委員長は、政府が国会に提出しているＴＰＰ協定の日本語訳に不備が見つかったことについて、「出し直すのが当たり前だ。不誠実な態度が表れており、言語道断で、『出直してこい』ということだ。ましてや１４日の審議入りはない」と述べました。
輸入米の不透明取引調査　農相「黒塗りでも非開示」

東京新聞2016年10月13日 朝刊

 　山本有二農相は十二日の衆院予算委員会で、輸入米の不透明取引問題を巡って、政府が行った実態調査のうち関係企業から聞き取った記録の開示を民進党が求めたのに対し、応じない考えを示した。民進党は「情報隠しだ」と反発。安倍政権が今国会での承認を目指す環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関し、今年の通常国会でも焦点となった情報公開のあり方が今国会でも再燃しそうだ。　（横山大輔）

　民進党の緒方林太郎氏が、農林水産省が公表した実態調査の内容について「政府に聞いても（金銭の）やりとりの有無、その活用、やりとりが生じた背景、目的としか答えない」と指摘。厳密な調査が行われたのかどうか疑問を呈し、個別の聞き取り記録の開示を求めた。山本氏は「調査者が備忘録として書き込んだメモだ」と情報公開法の対象文書でないと主張。「公表を前提としたヒアリングではなく、中身は企業情報そのものだ」と、任意調査であることを理由に拒否した。

　「情報公開法の不開示事由に当たるものは黒塗りでもいい」との緒方氏の提案にも、「黒塗りであっても業者に多大な迷惑がかかる」として重ねて開示には応じなかった。

　通常国会では、四月に開示されたＴＰＰの日米閣僚協議を巡る日本側の文書が表題と日付を除き全て黒塗りだったことから、民進党はご飯にのりをのせただけの「のり弁」のようだと批判した。

　緒方氏は、文書が黒塗りであっても開示しない山本氏の姿勢を「のり弁以下だ。ＴＰＰ、特に農業に関わることはものすごく情報が隠蔽（いんぺい）されている」と反発した。

　実態調査は、政府が管理する輸入米の「売買同時入札」（ＳＢＳ）で、輸入業者と卸売業者の間の「調整金」（リベート）の授受が発覚したことを受け、民進党などが「ＴＰＰの国内影響対策にも関わる」として要求。農水省が七日に結果を公表した。

　＜輸入米のリベート問題＞　安い海外からの輸入米によって国内の農家が打撃を受けないよう国の管理下で価格を調整して輸入する制度で、仕組みを骨抜きにするような取引が業者間で行われていた問題。コメの輸入業者である総合商社・兼松が２０１３年１０月に行った取引で、卸売業者に多額のリベートを支払っていた。これにより、卸売業者は国の管理する価格よりも大幅に安く国内の外食産業などに売れる状況となった。

日本とロシアの外務次官がきょう戦略対話
NHK10月13日 4時55分
日本とロシアの外務次官による戦略対話が、１３日、モスクワでおよそ３年８か月ぶりに行われ、日本政府としては、１２月のプーチン大統領の訪日に向けて、北方領土問題を含む平和条約交渉の進展への環境整備につなげたい考えです。
日本とロシアの戦略対話は、国際情勢や両国関係について幅広く意見を交わすため、外務当局の事務方のトップが意見を交わすもので、１３日、モスクワで、およそ３年８か月ぶりに行われる戦略対話には、日本側から外務省の杉山事務次官が、ロシア側からチトフ第１外務次官が出席します。
これを前に、杉山次官は、日本時間の１２日夜、モスクワに到着し、記者団の取材に対し、「チトフ第１外務次官との間でシリアや北朝鮮情勢など喫緊の問題についていろいろと話したい」と述べました。
今回の戦略対話で、日本側は、核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す北朝鮮に対し、連携して圧力を強めるよう働きかけるほか、内戦が続くシリアへの対応など、地域情勢を中心に幅広く意見を交わしたいとしています。
さらに、日本政府としては、今回の戦略対話を、１２月のプーチン大統領の訪日の際に山口県で行われる安倍総理大臣との首脳会談に向けて、北方領土問題を含む平和条約交渉の進展への環境整備につなげたい考えです。
首相、北方領「強い決意で臨む」…参院予算委

読売新聞2016年10月13日 11時49分



参院予算委員会で答弁をする安倍首相（１３日午前、国会で）＝青山謙太郎撮影

　安倍首相は１３日午前の参院予算委員会で、ロシアとの北方領土問題の交渉について「平和条約や（北方）４島の帰属について、１９５６年の日ソ共同宣言以来、残念ながら停滞してきた。今を生きる世代として、この問題を解決していく強い決意を持って臨みたい」と述べ、解決に強い意欲を示した。

　首相は９月にウラジオストクで行ったプーチン大統領との首脳会談について、「相当突っ込んだ議論ができた。交渉を具体的に進める道筋が見えてくる手応えを感じた」と振り返った。その上で、１２月１５日に山口県で予定している首脳会談について「しぶとく交渉を続け、何とか結果を得たいと決意している」と語った。【続きあり】
安倍首相 　対露交渉「強い決意で臨む」
毎日新聞2016年10月13日　11時34分（最終更新　10月13日　11時34分）
　安倍晋三首相は１３日午前の参院予算委員会で、北方領土問題を含むロシアとの平和条約交渉について「停滞を打ち破るため、強い決意をもって臨みたい」と述べ、ロシアのプーチン大統領の１２月の来日を機に進展させる意欲を重ねて示した。自民党の長谷川岳氏の質問に答えた。 
　首相は９月のウラジオストクでのプーチン氏との会談で、領土問題を巡る日露の主張について「１００％の確信で述べていると思うが、私もそうだ。そういう議論を続ければあと７０年たっても解決できない」と発言。「責任感をもって自分たちの時に解決しよう」と呼びかけたことを明かし、「しぶとく交渉を続けて何とか結果を得たい」と語った。 
　これと関連し、世耕弘成ロシア経済分野協力担当相は日本側が提案した８項目の経済協力について「１１月のペルーでの日露首脳会談までに一定の成果を出したい」と述べた。【小山由宇】 
露大統領 　東京行き調整…１２月、山口での首脳会談翌日
毎日新聞2016年10月12日　22時01分（最終更新　10月12日　22時01分）
　ロシアのプーチン大統領が１２月中旬に訪日する際、山口県長門市での首脳会談の翌日に東京に立ち寄る案を両国政府が検討していることが１２日わかった。日露外交筋によると、多数の財界人がプーチン氏に同行する見込みで、ロシア側は経済会議を開くために東京訪問も必要だと主張。日本側は北方領土問題などを静かな環境で話し合う点を重視し、山口訪問に特化したい考えとみられ、両政府間で今後調整する。 
　日露両政府は９月２日にロシア極東ウラジオストクで首脳会談を開いた際、プーチン氏が１２月１５日に日本を公式訪問すると発表。安倍晋三首相の地元山口県で会談する以外には、期間や日程に触れていなかった。 
　複数の日露関係筋によると、１２月の首脳会談では日本から提案した８項目の経済協力案が焦点となるのは確実で、多数のロシア企業関係者が同行する見通し。ロシア側は訪問初日の１５日に長門市で非公式会談を開き、翌１６日に東京で公式会談や記者会見を開きたい考えを伝えている。 
　日露両国は１３日にモスクワで外務次官が出席する「日露戦略対話」を開くほか、１１月中旬のアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議に合わせて首脳会談を予定。これらを通じて訪日日程を詰める構えだ。 
　日本政府が長門市での首脳会談に特化したい背景には、米国への配慮がある。経済面でのロシアとの関係拡大を強調せず、米国の圧力をやわらげたい狙いとみられる。【大前仁】 
日本が「２島引き渡し」提案を　元駐日ロシア大使に聞く

東京新聞2016年10月13日 朝刊

 　十二月に予定されるロシアのプーチン大統領訪日を前に、日ロ両政府は経済協力の具体化や北方領土問題の解決に向けた地ならしをしている。領土問題に対する安倍晋三首相の「新たなアプローチ」は停滞を打破できるのか。長く日ロ交渉に携わったパノフ元駐日ロシア大使に展望を聞いた。　（モスクワ・栗田晃）

　プーチン大統領同様、私は現在の安倍首相の対ロ政策を高く評価している。平和条約を締結し、北方領土問題を解決するには雰囲気づくりが必要だ。安倍首相が推進するロシアへの経済協力は評価するが、経済はさまざまな分野の一つだ。政治や安全保障、文化などあらゆる分野で交流が進めば条件が整う。

　日本とソ連が国交を回復した一九五六年の日ソ共同宣言には、平和条約締結後に歯舞、色丹の二島を引き渡すと書いてある。プーチン氏も過去、共同宣言に基づく提案をしてきたが、日本側が拒否してきた。メンツを失うのでプーチン氏から同じ提案はしない。日本側から（共同宣言に基づく解決案を）提案することになれば交渉のベースになる。国後、択捉を加えた四島一括返還では解決は無理。安倍首相の「新たなアプローチ」の中身は知らないが、そのことは踏まえているだろう。

　ロシアは共同宣言に基づき、二島を引き渡す義務はあるが、残る二島については何もない。日本が求める最終的な結論はすぐに出ない。その先は交渉次第だ。

　たとえ二島でも日本、ロシアともに世論の反発はあるだろう。ただ、強いリーダーがいれば、世論を納得させることはできる。過去、ロシアが中国やノルウェーと領土問題を解決する過程でも反発があったが、やがて落ち着いた。

　十二月のプーチン氏の訪日の際、双方が譲歩した合意ができれば、具体的な問題は外交官レベルで解決できる。日本が橋本、小渕、森政権だった九〇年代後半から二〇〇〇年ごろ以来、二度目の領土問題解決のチャンスは来ている。

「賊軍」の靖国合祀要請＝石原元都知事らが宮司に
　石原慎太郎元東京都知事と超党派の有志衆院議員が１２日、東京・九段北の靖国神社で徳川康久宮司と会い、幕末・明治時代に新政府との争いに敗れて「賊軍」とされた人々を同神社に合祀（ごうし）するよう申し入れた。これに対し、徳川氏は「直ちにそうするとは言えない」と慎重な姿勢を示した。
　要請に訪れた議員は自民党の平沢勝栄、民進党の原口一博、無所属の亀井静香の各氏。「賊軍と称された方々も、近代日本のために志を持って行動した」として、旧幕府軍の将兵や西南戦争で敗死した西郷隆盛らの合祀を求める要望書を手渡した。要望書には首相経験者の中曽根康弘、村山富市、福田康夫各氏らも名を連ねている。
　亀井氏は同神社で記者団に「世界が相争っている中で、日本が平和を発信していく基本になる」と語った。（時事通信2016/10/12-16:25）
亀井氏ら靖国に「賊軍」合祀要請　現元職の国会議員90人も賛同

共同通信2016/10/12 18:53
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靖国神社に「賊軍」とされた人々を合祀するよう申し入れた、石原元東京都知事（左）と亀井元金融担当相＝12日午後、東京・九段北　亀井静香元金融担当相や石原慎太郎元東京都知事ら有志の会は12日、西南戦争で死亡した西郷隆盛や、戊辰戦争で旧幕府軍として戦った会津藩などの将兵ら「賊軍」とされた人々を合祀するよう靖国神社に申し入れた。亀井氏によると、徳川康久宮司は合祀の要請に対し、すぐに対応するとは言えないなどと即答を避けた。

　要請には、呼び掛け人の自民党の平沢勝栄、民進党の原口一博両衆院議員も同席した。賛同者には元首相の中曽根康弘、村山富市、森喜朗、福田康夫の4氏や自民党の二階俊博幹事長ら与野党の現職、元職の国会議員約90人が名前を連ねた。

「西郷隆盛や白虎隊も靖国神社に合祀を」亀井氏ら
NHK10月12日 20時39分
亀井静香衆議院議員や石原元東京都知事らは、１２日、靖国神社を訪れ、西郷隆盛や白虎隊など明治維新前後の戦いで敗れた人たちも近代日本のために志を持って行動したことは認めるべきだとして、神社に合祀するよう申し入れました。
申し入れを行ったのは、亀井静香衆議院議員と石原元東京都知事のほか、自民党の平沢元内閣府副大臣と民進党の原口元総務大臣の４人です。
４人は、戊辰戦争で敗れた白虎隊や新選組、それに、西南戦争で敗れた西郷隆盛などは「賊軍」とされて靖国神社に祭られていないが、近代日本のために志を持って行動したことは、勝者、敗者に関係なく認めるべきだとして、神社に合祀するよう申し入れました。
このあと、亀井氏は記者団に対し、「神社側は『直ちに承知するとは言えない』ということだったが、いろいろ皆さんと相談されると思う。靖国神社は日本人の心のふるさとのような所だ。この問題には、右も左もなく、国民の中にも理解が広がっていってるので、われわれはそういう声を靖国神社に届けたい」と述べました。
「西郷隆盛や新選組、靖国合祀を」　石原氏らが申入書
朝日新聞デジタル2016年10月12日19時46分
　西郷隆盛や新選組、白虎隊も靖国に合祀（ごうし）を――。石原慎太郎・元東京都知事や亀井静香衆院議員らが１２日、東京・靖国神社を訪れ、国家に敵対した「賊軍」と称される人々の合祀を求める申入書を渡した。
　申入書では、中曽根康弘氏、森喜朗氏ら元首相をはじめ、与野党の国会議員、経済人らが賛同者に名を連ねた。靖国には国家側で戦った官軍だけがまつられ、賊軍は除外されている。申入書は２０１８年に明治維新から１５０年を迎えることを踏まえ、「近代日本のために志を持って行動したことは、勝者・敗者の別なく認められるべきだ」として合祀を求めている。
　亀井氏によると、応対した徳川康久宮司は「ただちにそういたしますとは言えません」と答えたという。
産経新聞2016.10.12 18:04更新 
靖国神社に会津藩など「賊軍」も合祀を　亀井静香、石原慎太郎両氏が申し入れ　

新選組の幹部として活動した斎藤一（提供写真） 
　亀井静香元金融担当相や石原慎太郎元東京都知事らが１２日、東京・九段北の靖国神社を訪れ、西南戦争で倒れた西郷隆盛や戊辰戦争で敗れた旧幕府軍など「賊軍」とされた戦没者を合祀するよう徳川康久宮司に申し入れた。
　亀井、石原両氏らを呼び掛け人に、自民党の二階俊博幹事長や中曽根康弘元首相、村山富市元首相ら政界関係者のほか、稲盛和夫京セラ名誉会長ら財界人も賛同者になっている。
　申し入れ書では「賊軍と称された方々も、近代日本のために志をもって行動した」とした上で、「過去の内戦においてお亡くなりになった全ての御霊を合祀願う」としている。
　亀井氏は申し入れ後、記者団に「（合祀は）世界の中で日本が平和を発信をしていく基本になる」と語った。靖国神社側は「ただちにそういたしますとは言えない」と述べたという。
豊洲問題で特別委＝閉会後も追及続行－都議会


記者会見する東京都議会の高木啓議会運営委員長＝１２日夜、東京都新宿区
　東京都議会は１２日の議会運営委員会で、豊洲市場（江東区）をめぐる一連の問題を集中的に審議するため、新たに特別委員会を設けることを決めた。会期末の１３日に開く本会議で正式決定する。各会派は閉会後も引き続き追及する方針で、議運委の高木啓委員長（自民党）は終了後の記者会見で「今後さらに審査を進めていかなければならない」と強調した。
　特別委は２３人で構成。本会議では、過半数を占める自民、公明、民進など６会派が共同提案し、共産党も賛成する。ただ共産党は、これとは別に地方自治法に基づき、より強い権限を持つ調査特別委員会（百条委員会）の設置を主張。本会議で提案するものの、否決される見通しだ。
　都は内部調査報告書を９月末にまとめたが、豊洲市場の主要建物下で土壌汚染対策の盛り土をせず、代わりに地下空間を設けることを決めた時期や責任者の特定には至らなかった。加えて、報告書の記述に誤りがあることが発覚するなど、問題解明には程遠い状況となっている。（時事通信2016/10/12-23:15）
豊洲問題、特別委設置へ　都議会、継続審議に

共同通信2016/10/12 23:00

　東京都議会は12日、議会運営委員会を開き、豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題を審議する特別委員会の設置を決めた。13日の本会議で、自民、公明、民進系などの共同提案が可決され、定例会閉会後も継続審議する。

　共産党は、強い調査権を持つ特別調査委員会（百条委員会）の設置を求めたが、各会派の賛同は得られなかった。

　議会運営委終了後、高木啓委員長（自民）は記者会見し「議会として今後も豊洲の問題について審査、調査を進めていきたい」と述べた。

都議会 豊洲市場問題で「特別委」設置へ
NHK10月13日 0時58分
豊洲市場をめぐる問題で、東京都議会は、都が公表した内部調査の報告書に誤りがあったことが明らかになったことなどを受け、今の議会が１３日閉会したあとも、「特別委員会」を設置して審議を継続することになりました。
豊洲市場をめぐる問題で、東京都議会は、先週、２日間に渡って市場を担当する「経済・港湾委員会」で審議し、都の内部調査の報告書に誤りがあったことや報告書で触れられていなかった盛り土に関する新たな資料の存在などが明らかになりました。
１３日の閉会を前に、都議会の議会運営委員会の理事会が、１２日午後から夜にかけて開かれ、各会派が一連の問題の取り扱いを協議しました。
この中で、共産党は真相を究明するためより厳しい調査権を持つ百条委員会を設置するよう求め、民進党は幅広い関係者から事情を聞く必要があるとして、新たにこの問題のための特別委員会の設置を提案しました。
また、当初は「経済・港湾委員会」で議論を継続すべきだとしていた自民・公明両党も、民進党の案に理解を示しました。
このため都議会は、自民・公明・民進など６会派の共同提案で「特別委員会」を設置して、一連の問題について、議会の閉会後も審議を継続することになりました。
北日本新聞2016年10月11日 16:49
坂本さん家族悼み歌声捧ぐ　魚津・慰霊碑前で友人ら
　オウム真理教信者によって１９８９年に殺害された坂本堤弁護士＝当時（３３）＝ら家族３人を弔うため、一家と親交のあった音楽家らが１１日、坂本さんの妻、都子（さとこ）さん＝同（２９）＝の遺体が埋められていた魚津市の僧ケ岳に近い片貝山ノ守キャンプ場の慰霊碑前で合唱した。
　慰霊碑前での合唱は、坂本さんと音楽を通じて交流していた今野強（いまのつよし）さん（７３）＝埼玉県坂戸市＝が、殺害された３人の生涯を多くの人に伝え、２７年前に起きた事件を風化させないようにと毎年行っている。
　この日は約２０人が参加。池山由香さん（東京）のアルパの演奏と大前恵子さん（同）の歌に合わせ献花し、哀悼の意をささげた。富山県内の有志でつくる合唱団「ＳＡＴＯＫＯ」が、都子さんが１９歳の時に書いた詩に曲を付けた「あなたの心に」を歌った。一行は同市障害者交流センターでも歌を披露した。








大隅氏 日本からノーベル賞受賞者出なくなる
NHK10月12日 18時24分
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ノーベル医学・生理学賞の受賞者に選ばれた東京工業大学栄誉教授の大隅良典さんは、自民党の部会で講演し、「このままいくと、ノーベル賞受賞者が、１０年後、２０年後には出なくなると思う」と述べ、日本の大学における研究環境の厳しさを訴えました。
ことしのノーベル医学・生理学賞の受賞が決まった東京工業大学栄誉教授の大隅良典さんは、１２日、自民党の文部科学関係の合同部会に招かれ、講演しました。この中で、大隅さんは、「教員が非常に忙しく、なかなか研究時間が無いうえ、博士課程の進学者が減り、大学の研究環境が劣化している。このままいくと日本の大学が空洞化し、ノーベル賞受賞者が、１０年後、２０年後には、出なくなると思う」と述べ、日本の大学における研究環境の厳しさを訴えました。そのうえで大隅さんは、「いま学生は貧しくなっていて、支援なしに研究にまい進することは難しい。大学院生の生活を支援し、そういう人が自由に育っていく社会を実現してほしい」と述べました。
講演のあと、大隅さんは、記者団に対し、「議員の方に少しでも日本の大学の現状、特に自然科学の基礎研究者がどのような思いをしているのかを理解していただき、少しでも影響があればうれしいです」と述べました。
社説　稲田防衛相　重い職責もっと自覚を
北海道新聞10/12 08:55
　国会はきのう、２０１６年度第２次補正予算が参院で可決、成立した。衆参のこれまでの予算委員会で野党側は、稲田朋美防衛相の過去のタカ派的発言と政府見解との整合性などを追及した。
　稲田氏の説明は納得のいくものではなく、答弁に詰まるなど不安定な場面もあった。極めて重い職責への自覚は十分だろうか。
　稲田氏は民主党政権時代、月刊誌「正論」で「長期的には日本独自の核保有を国家戦略として検討すべきではないか」と述べた。
　防衛相であれば、就任前の発言であっても国際社会に疑義を与えかねない重大な内容だ。
　稲田氏が「非核三原則を守り、核のない世界を実現するために全力を尽くす」などと答弁したのは当然だが、過去の発言の撤回要求には応じなかった。
　これでは、いまは閣僚なので持論を封印し政府見解に従っているだけなのか、政治家として核保有への考えを改めたのか分かりにくい。はっきり説明すべきだ。
　同じく民主党政権下で、沖縄県・尖閣諸島への自衛隊配備や、満額支給なら５兆５千億円とされた子ども手当を全額防衛費に充てた方がいい、などと訴えた発言も攻撃材料となった。
　稲田氏は８月１５日、自衛隊が海賊対処活動を展開しているジブチを視察し、政府主催の全国戦没者追悼式を欠席した。
　これを民進党の辻元清美氏から「国のために命をささげた方に感謝しないといけないと言っているのに言行不一致だ」と批判され、涙声になった。閣僚としての資質を問われかねない。
　防衛費を「軍事費」と言い間違えることもあった。
　安倍晋三首相は稲田氏の思想・信条や、安全保障政策に精通していないことを承知の上で任命したのだろう。その理由を聞きたい。
　予算委では、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣されている自衛隊に対する「駆け付け警護」などの新任務付与についても論戦が交わされた。
　紛争当事者間の停戦合意などＰＫＯ参加５原則は崩れているとする野党側と、維持されているという政府側の主張が平行線をたどる中で、稲田氏は先週末の８日に首都ジュバを視察した。
　稲田氏は「ジュバは落ち着いている」と述べた。隊員が一触即発の事態に遭遇することはないと、駆け足の視察で確かめられただろうか。引き続き国会での徹底的な審議が求められる。
社説 　南スーダン　新任務の議論は十分か
毎日新聞2016年10月13日　東京朝刊
　稲田朋美防衛相が、南スーダンの首都ジュバを訪れ、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の部隊などを視察した。これを踏まえて、政府は、１１月中旬以降に派遣する交代部隊に、安全保障関連法にもとづき「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」という新たな任務を付与する方向で検討している。 
　だが、現地の治安状況をどこまで把握できているのか疑問が残る。 
　ロイター通信によると、視察が行われたのと同じ８日、ジュバ近郊の幹線道路で、市民を乗せたトラックが襲撃され、２１人が死亡、約２０人がけがをした事件があったという。 
　７月には、キール大統領派とマシャール前副大統領派の間で戦闘が起き、約３００人が死亡した。 
　稲田氏も「各地で偶発的、散発的な衝突が発生している」ことは認めている。それでも「ジュバ市内は比較的落ち着いている印象をこの目で見て感じた」と語った。現地に約７時間滞在しただけで、果たしてそこまで言えるのだろうか。 
　国会の議論は、日本のＰＫＯ参加の条件である「停戦合意の成立」「受け入れ国などの同意」といった「ＰＫＯ参加５原則」が崩れていないかどうかに焦点があたっている。 
　先日の審議では、７月のジュバでの戦闘について、政府側と民進党議員との間で「戦闘行為」か否かの議論があった。安倍晋三首相や稲田氏は、ジュバで起きたことは「法的な戦闘行為ではなく衝突だ」と語り、現在もＰＫＯ５原則は満たされているとの認識を強調した。 
　南スーダンで道路補修などを行う自衛隊の活動への期待は高い。一方、日本には憲法９条の縛りがあり、停戦合意の成立などの原則が維持されていなければ、武器を使用した時に武力行使にあたりかねない。 
　ＰＫＯ５原則との関係を議論するのは大切だ。だが、ＰＫＯそのものが変質し、かつての停戦監視から、国づくりや住民の保護という、より複雑でリスクの高い活動へ中心が移ってきている。ＰＫＯ５原則は、時代遅れで現実に合わなくなってきていると指摘する専門家もいる。 
　国際的な期待と国内法の制約の間に開きがあるのなら、観念的な議論ではなく、それを埋めるための議論を政府も与野党もすべきだ。 
　安保関連法によって、自衛隊の武器使用基準は緩和されたが、何でもできるようになったわけではない。相手に危害を加えていいのは正当防衛などに限られる。 
　安保関連法を審議した昨年の国会では、ＰＫＯの議論は不十分なまま終わった。今の南スーダンで自衛隊が新任務を果たせるのか、禍根を残さないよう議論を深めてほしい。 
東奥日報2016年10月12日(水)

社説　「監視社会」どう歯止め／通信傍受拡大

　政府は通信傍受の対象犯罪を12月1日から拡大するとした政令を閣議決定した。警察が電話やメールのやりとりをチェックする通信傍受は薬物や銃器、集団密航、組織的殺人の4類型の犯罪捜査で認められているが、5月に刑事司法改革に関連する一連の改正法が成立し、詐欺や窃盗、殺人など9類型が加わった。

　通信事業者の立ち会いが不要になり、捜査機関の施設内での傍受も可能になる。主犯格の摘発が難しいとされる特殊詐欺の捜査などで切り札になるとみられている。

　だが政府が国会提出に意欲を見せる「共謀罪法案」を巡り、通信傍受のさらなる拡大と恣意（しい）的な運用への懸念が強まっている。共謀の段階で処罰するには、怪しいとにらんだ人物の常時監視が欠かせないが、共謀罪の対象犯罪は600以上。傍受の対象犯罪拡大は避けられないだろう。

　警察は家屋などに送信機を仕掛け日常的な会話まで拾う「会話傍受」の導入なども検討しており、通信傍受拡大の先に見えてくる「監視社会」にどう歯止めをかけるか、しっかり議論する必要がある。

　法制審議会特別部会の議論では当初、特殊詐欺や集団窃盗が拡大対象として想定されていたが、最終的に組織性の疑われる殺人や傷害なども追加された。

　そして、対象犯罪拡大と連動するように政府の共謀罪法案提出がにわかに現実味を帯びてきている。過去3回廃案になり、今度はテロ対策を前面に掲げ、名称も「テロ等組織犯罪準備罪」に変えて法案を用意。臨時国会への提出は見送ったが、成立に努める方針だ。

　この法案は適用対象を「組織的犯罪集団」に限定、「準備行為」がないと処罰されないとした点で厳しい枠をはめたと政府は説明する。しかし組織的犯罪集団も準備行為も定義がはっきりしない。

　呼び方を変えても共謀罪であることに変わりはない。犯罪が目に見える形になる前の話し合い－合意を罰するには徹底した監視と情報収集が必要になり、通信傍受はより重要な捜査手法になる。

　会話傍受の導入検討のほか、写真や動画にある人の顔の特徴を数値化してデータベースに登録、防犯カメラに写った人物と瞬時に照合、特定するシステムが試験的に導入されている。社会の監視の密度は着実に高まりつつあるといえよう。

社説　マイナンバー１年　情報管理は大丈夫なのか
山陽新聞2016年10月12日 07時17分 更新
　国内に住む全員に１２桁の番号を割り当てて納税などの情報を一元管理するマイナンバー法の施行から、今月で１年を迎えた。施行前から準備不足が懸念されていたが、実際に番号通知遅れなどトラブル続きの船出となり、国民の不安はむしろ増している。
　昨年１１月末に終わるとされていた番号通知カードの発送は、不在や転居の多さなどから遅れた。８月末時点で１７０万通が市町村に保管されている。希望者に交付する顔写真とＩＣチップ付きの個人番号カードの引き渡しも混乱した。今年１月の開始直後から管理システムに障害が頻発し、受け取りまで数カ月かかることもあった。
　行政機関が個人情報をやりとりした履歴を確認できる番号カード所有者向けサイト「マイナポータル」はシステム整備遅れで、本格運用が来年７月へ半年間ずれ込んだ。準備期間が不十分なまま見切り発車したことが混乱を招いた感は否めない。
　マイナンバー制度の利用は社会保障、税、災害対策の３分野で始まっている。ただ、便利になったのは、番号カードを持つ人が一部自治体で住民票などをコンビニで取得でき、身分証明書に使えるくらいだ。番号カード申請は今月４日時点で１１４５万枚と、国民の１割に満たない。メリットを実感できていない表れと言えよう。
　より幅広い分野で行政手続きが簡単になるといった利点が実現するのは、来年７月以降だ。地方自治体や国の行政機関同士がマイナンバーを通じて個人情報を照会できるようになるため、児童手当申請の際には、所得証明が不要になるなど手間が軽減される。総務省はマイナポータルを利用し、妊娠の届け出や保育所の入所申請など子育て関連手続きをネット上で行えるようにする方針も示している。
　今後の課題は、情報漏えいや不正利用による被害といった国民の不安をどう払拭（ふっしょく）していくかである。
　昨年５月に１２５万件の個人情報を流出させ、マイナンバーの利用を凍結されている日本年金機構に対し、国は来年１月に利用を認める方針を固めた。サイバー攻撃へのずさんな対応で被害を拡大させ、第三者委員会から業務への真摯（しんし）さに欠けると批判された。そうした体質が改善できていることが前提だろう。
　国は、個人資産の把握や脱税防止を目指し、利用の拡大を進める方針だ。２０１８年からは預貯金口座番号にマイナンバーを適用する制度が始まる。最初は任意だが、２１年以降の義務化も検討される。今後、パスポートや健康保険証、キャッシュカードに結びつけることも想定している。
　個人情報を取り扱う行政機関や民間組織が拡大することは、リスクの増大につながる。不安解消に努めると同時に、どんな利便性があるのか国民により分かりやすく示すことが必要だ。
社説　白紙領収書問題　国民感覚と相いれない
秋田魁新報2016年10月12日 掲載 
　菅義偉官房長官と稲田朋美防衛相の事務所が、同僚議員の政治資金パーティーで白紙の領収書をもらい、金額などを事務所側で書き入れて政治資金収支報告書に添付していたことが分かった。菅、稲田両氏は対応を見直す考えを示したが、当初は「主催者の了解の下で行っており問題ない」などと主張した。
　領収書は発行する側が受領を証明するもので、受け取る側が書き込めるとすれば、もはや領収書とは呼べないだろう。実際、富山市議会では白紙領収書を使った政務活動費の不正受給が起きている。
　両氏は水増しを否定し、大規模なパーティーで主催者が出席者全員に宛先や金額を記載して領収書を発行すれば受付が混乱するなどと釈明したが、内輪の論理であり、国民感覚とは相いれないものだ。稲田氏は「しばしば行われている」とも述べ、問題が両氏にとどまらないことを示唆した。
　自民党は問題発覚を受け、発行者側が領収書に金額などを記載して渡すよう所属する全国会議員に通達したが、早急な実態解明と是正が求められる。
　この問題は衆院予算委員会で明らかになった。指摘した共産党議員によると、２０１２年から３年間で、菅氏の収支報告書に添付された領収書のうち、同じ筆跡とみられるものは約２７０枚、計約１８７５万円分で、稲田氏は約２６０枚、計約５２０万円分だった。政治資金規正法を所管する高市早苗総務相についても同期間の約３４０枚、計約９９０万円分が３人による筆跡だったという。
　収支報告書の透明性を確保する規正法の趣旨に反するとの質問に、高市氏は「領収書の発行者側の作成方法について規定はない。主催者側から了解されていれば法律上の問題は生じないと考える」と答弁した。
　だが、論じるべきは政治資金の「透明性」をどう確保するかだ。法に定めがなければ何をしてもいいと受け取られかねない答弁には驚きを禁じ得ない。
　総務省に事務局を置く政治資金適正化委員会は、収支報告に対する政治資金監査の際の領収書の取り扱いについて、支出の目的、金額、年月日の３事項が記載されていない場合、領収書の発行者に記載の追加や再発行を求めるよう指導している。そもそも白紙領収書など問題外というわけだ。
　高市氏はその後、「各党が党内で統一した改善策を考えてほしい」と軌道修正したが、法改正には否定的だ。
　折しも富山市議会（定数４０）では８月下旬に政務活動費を巡る架空請求が発覚し、白紙領収書による水増しや領収書自作などによる不正受給の責任を取り、市議１２人が辞職する異常事態になっている。
　国会は「政治とカネ」を巡る国民の視線が厳しさを増していることを認識し、抜け道のない規正法改正に取り組むべきだ。
高知新聞2016.10.12 08:00
社説　白紙の領収書　あきれる閣僚の非常識
　この非常識ぶりには、あきれるしかない。
　菅官房長官と稲田防衛相が政治資金収支報告書に添えた領収書に、筆跡が同じものが見つかり、両氏とも白紙の領収書に事務所側で書き込んだと認めた。
　６日の参院予算委員会で共産党の小池書記局長が指摘した。いずれも他の国会議員の政治資金パーティーで会費を支払った際、白紙の領収書をもらっていた。
　領収書はお金を受け取った側が、いつ、誰から、いくら、どんな名目なのか証明するため発行する。
　支払った側が書いては証明にならない。社会人なら誰でも分かっているルールだ。
　ところが、政界、それも閣僚の下で行われていたことにあぜんとしてしまう。有印私文書偽造の罪に問われる可能性もある。
　小池氏によると、同じ筆跡の領収書が、菅氏には２０１２年から３年間で約２７０枚・約１８７５万円分、稲田氏には同じ期間で約２６０枚・約５２０万円分があった。
　おかしな理屈の答弁にも驚いた。菅氏は「パーティー主催者の了解の下で記載しており問題ない。水増しは一切行っていない」とした。
　主催者の了解があろうが、それは関係ない。支払った側が記入することが問題なのである。水増しはないと強弁したところで、一体どうやって証明するのか。
　政治資金規正法を所管する高市総務相も「パーティー主催者から了解されていれば、法律上の問題は生じない」と述べ、菅氏と歩調を合わせた。
　さすがに無理があると考えたのだろうか。翌日の記者会見では各党に改善策を講じるよう促して、軌道修正を図った。
　高市氏は予算委で、領収書を発行する側の作成方法に規定はない、とも答えた。だが、これは事実ではない。総務省の手引は、領収書の宛名や支出目的は発行する側が記載すべきであり、政治団体側が追記するのは適当でない、としている。
　何より一般社会では常識である。良識を疑わざるを得ない答弁といえよう。高市氏も２人の閣僚と同様、３人による筆跡で３年間に約３４０枚、約９９０万円分の領収書が見つかっている。
　大勢が集まる政治資金パーティーでは、パーティー券の購入数によって会費の額が異なる場合もあり、受付で領収書の宛先や金額を記入していると混雑するという。
　１１日になって自民党は、全ての国会議員に対し、政治資金パーティーなどの領収書には金額などを記入して渡すよう通達した。受付が混雑した場合でも、必要事項を記入して事後に渡すこととしている。
　通達を出したことが、白紙の領収書は党内に広がり、常態化していたことを物語っている。政治資金収支報告書を軽視する姿勢も、うかがえるといえよう。
　襟を正してもらいたい。 
社説　白紙領収書　「問題ない」とは何事か

東京新聞2016年10月13日

 　白紙領収書に自分の事務所で金額を書き込む。菅義偉官房長官と稲田朋美防衛相が国会で認めた慣行は常識とかけ離れている。総務相も「問題ない」と追認するのは、法の趣旨からの逸脱だ。

　領収書とはお金を受け取った側がその証明のために発行する証拠である。偽って書けば、文書偽造ばかりか、詐欺や脱税などにも問われることがある。

　白紙領収書のやりとりは、税務当局などから徹底追及を受けるだろう。

　政治資金パーティーならどうか。菅、稲田両氏の二〇一二年から一四年の政治資金収支報告書に添付された領収書は「白紙」に自分の事務所で金額などを書き込んだものだった。菅氏は約二百七十枚で千八百七十五万円分、稲田氏は約二百六十枚で五百二十万円分にのぼる。筆跡が同じだった。

　金額が正しくとも、発行者でない者が書き込めば証明力を持たないと考えるのが普通だ。政治資金規正法で領収書の添付が求められるのも、報告書の記載が正しいことの証拠とするためだ。

　ところが、高市早苗総務相は「規正法に領収書の作成方法は規定されておらず、法律上の問題は生じない」と国会答弁をした。驚くほかはない見解だ。領収書の書き方が法律に書いていないから違法でない－、社会通念としてこんな理屈が通るはずがない。

　総務省の手引には領収書は支出を受けた者が発行し、宛名も発行者が記載すべき旨の記述がある。日付や金額も同様だ。空欄に後から書き込む行為も「適当でない」とする。高市氏は答弁を撤回すべきである。

　菅氏や稲田氏の説明はこうだ。白紙領収書はパーティーの受付が混乱するのを避けるためで、主催者の了解があり、金額の水増しはない－。確かに手引には例外がある。「発行者から追記の要請のある場合」で、パーティー主催者からの「受付の混乱回避」との要請がそれに該当するのかもしれない。しかし、それは制度の抜け穴と呼ぶべきである。

　そんな理屈が通るなら、証拠能力が疑わしい領収書を氾濫させる。政治資金の流れを透明化するという規正法の趣旨を骨抜きにしてしまう。税金が入っている重みをもっと考えねばならない。

　世間の人は犯罪同然と思う。それを正当化する答弁は国民の規範意識さえ揺さぶる。自民党が改善通知で幕引きと考えるなら国民はただあきれ果てるしかない。

 

中日新聞2016年10月12日
 社説　早期解散論　憲法よりも党利党略か
　衆院補選が告示されたが、政権内では衆院の「解散風」が吹き始めた。来年前半までの解散なら、一票の不平等は「違憲状態」のままだ。憲法よりも党利党略を優先すれば、傲慢（ごうまん）の誹（そし）りは免れまい。
　きのう告示されたのは、東京都知事選に立候補した小池百合子氏の議員失職に伴う衆院東京１０区と鳩山邦夫元総務相の死去に伴う同福岡６区の二つの補欠選挙。参院選後初の国政選挙で、九月に就任した蓮舫民進党代表には初陣だが、政権内では補選前から年内もしくは年明け早々の衆院解散論が取り沙汰されている。
　政権が早期解散を望む大きな理由の一つが、衆院選挙区画定審議会が来年五月二十七日までに小選挙区の新しい区割りを首相に勧告することだろう。
　今年五月に成立した改正公職選挙法などで小選挙区の定数は三重、奈良など六県で各一減、比例代表は北陸信越、近畿など四ブロックで各一減となった。勧告を受けた法改正、有権者への周知期間を経て、新しい小選挙区割りに移行するのは早くても来夏以降だ。
　自民党は減員対象区に多くの現職議員を抱える。解散が新しい区割りへの移行後なら候補者調整が必要となるが、移行前の早期解散なら、そうした難題は先送りできる、との判断もあるのだろう。
　しかし、新しい区割りは二〇一四年の衆院選での一票の不平等を「違憲状態」とした最高裁判決を受けたものだ。現行の区割りのまま解散すれば、「違憲状態」の議員が再び選ばれることになる。
　憲法上の正当性が問われるような国会議員に法案を審議したり、ましてや憲法改正を議論する資格があろうはずがない。
　司法の憲法判断よりも与党の事情を優先させる政権の振る舞いが許されては、決してならない。
　早期解散論浮上の背景には蓮舫民進党の選挙準備が整わない時期の方が与党に有利との判断や、来年夏の東京都議選を重視する公明党への配慮もあるのだろう。
　衆院解散は首相の専権事項とされてきたが、憲法よりも党利党略を優先する解散が本当に国民のためになるのか。
　英国では一一年、首相の解散権が「封印」された。野党が一方的に不利な立場となり「公平性を欠く」との世論が高まったためだ。
　日本は小選挙区制や党首討論など「ウェストミンスター・システム」と呼ばれる英国の議会制度を手本としてきた。首相の解散権についても見習ったらどうか。
社説　衆院２補選　政局の行方占う試金石
京都新聞2016年10月12日掲載

今後の政局を左右する重要な試金石になろう。
　衆院東京１０区、福岡６区の補欠選挙が告示された。第３次安倍再改造内閣の発足後初の国政選挙で、いずれも２３日の投開票に向けて与野党の総力戦となりそうだ。
　７月の参院選勝利の勢いを保って政権基盤を固めたい自民党に対し、野党側は９月に民進党代表に就任した蓮舫氏の初陣であり、巻き返しの足がかりにしたい考えだ。
　これまで補選が政権評価のバロメーターとなり、命運が分かれた事例は多い。今回の結果も、焦点の経済政策をはじめ安倍晋三首相の政権運営や、年明けとも目される衆院解散の戦略に影響を与えるのは間違いない。次期衆院選を見据え、野党側は継続した民進、共産、生活、社民の４党共闘の成否が試されよう。
　両補選とも与野党対決で元の議席維持を目指す自民だが、不安要素も抱える。東京１０区は候補の前衆院議員が党方針に反して都知事選で小池百合子氏を支援し、しこりが残る。福岡６区は調整に失敗し、保守系２新人の分裂選挙となった。それでも高い内閣支持率を背景に地力で押し切る構えだ。
　対する野党４党は両補選で民進の新人に候補を一本化した。議席奪取で巨大与党に歯止めをかけられるかが最大の注目点だ。
　参院選で統一候補が改選数１の１１選挙区で勝利した一定の効果を踏まえ、共闘の枠組みを維持した形だが、安全保障、原発など各党政策のずれから与党側に「野合」と批判されて伸び悩んだのも事実だ。参院選と異なり、衆院選は政権を選択する選挙である。基本政策のすり合わせを含め、いかなる政権構想を描くのか有権者に示していくことが不可欠だろう。
　鍵を握るのが最大野党の民進だ。蓮舫新体制で期待を集めた「選挙の顔」としての真価が早速問われる。初の国会論戦ではアベノミクスや安保政策で対決姿勢を示したが、掲げた「提案路線」は財源など曖昧さが否めない。求心力を高めて党内議論をまとめ、政権との明確な対立軸を打ち出していく必要がある。
　自民内部では補選を弾みに年明け後の解散・総選挙でも勝利し、３月の党大会で総裁任期を延長して長期政権を展望する声が強まっている。現国会の重要テーマである環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や年金改革、安保法運用のほか、首相が見据える憲法改正を含め、より有権者に見える形の具体的な論戦を与野党に求めたい。

社説　ＴＰＰ国会　国民に分かるように

東京新聞2016年10月13日

 　国会でＴＰＰの本格審議が始まる。グローバル化、自由化の負の側面があらわになり、経済格差と保護主義的な動きが世界に広がりつつある。無理な自由化の推進は痛みを広げかねない。

　日米などアジア太平洋地域の十二カ国が貿易を自由化する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が大筋合意してから一年。推進論は以下のように主張する。

　－何よりも自由貿易の推進は参加国の経済成長につながる。反自由化、反グローバル化の動きに歯止めをかけないと、各国は国内産業保護のため障壁を作り経済は停滞。国境を閉ざす内向きの動きは移民排斥などを主張する大衆迎合政党を利する懸念がある。また自由や民主主義、基本的人権という価値観を主導する米国の影響力を、中国が台頭するアジアで維持拡大することが地域の安定に不可欠だ。日本はけん引役として今国会でＴＰＰを承認、関連法案を成立させるべきだ－と。

　しかし、ＴＰＰを取り巻く潮流の変化に目を閉ざすわけにはいかない。

　米大統領選挙の候補者二人によるＴＰＰ反対は何を意味するのか。所得の減少や失業で中間層以下の経済的な苦境、将来への不安、不満が耐えられないほどに広がっていることを示している。

　米国と並んで競争強化や自由化の先頭に立ってきた英国でも、負の側面に焦点を当てた議論が目立っている。有力経済紙フィナンシャル・タイムズは、保護主義の強まりの底流には格差の拡大があり、その解決が先進国の喫緊の課題と指摘。判断を誤ると民主主義の根幹が揺らぐという趣旨の論説記事をくり返し掲載している。

　これまで、グローバル化の恩恵は明らかに富裕層に偏ってきた。もし恩恵が広く行き渡り、日米英など先進国で多くの国民の暮らしが上向いているなら、さらなる自由化は歓迎されるはずだ。

　先進国はこれまで進めてきたヒト、モノ、カネの自由化、グローバル化の負の側面を検証し、格差や分断を修復する時にきている。怠れば各国は寛容さを失い「自国第一主義」の流れを強める深刻な事態になりかねない。

　国会で集中審議されるＴＰＰの合意内容は交渉過程の不透明性、輸入米の調整金問題、食の安全など議論すべき課題を抱えている。国民の理解は進んでいない。

　自由貿易を取り巻く大きな変化も踏まえ、与野党には国民に分かる熟議を求めたい。

社説　「死刑廃止宣言」　国民的な議論を深めよう
西日本新聞2016年10月12日 10時50分 
　死刑制度の存廃を巡る議論の現状を象徴しているといえよう。
　日本弁護士連合会（日弁連）が初めて死刑の廃止を求める「宣言」を採択した。全会一致とはいかなかった。犯罪被害者を支援する弁護士らが反対した。
　死刑は人命を奪う究極の制度だけに論点は多岐にわたる。「宣言」を機に国民的議論を深めたい。
　日弁連「人権擁護大会」での採決は参加者のうち賛成５４６人、反対９６人だった。採決前には激しい議論となった。棄権が１４４人に上ったことは法律のプロにも判断が難しいことを如実に示した。
　福岡県豊前市の女児殺害事件で先週言い渡された判決が求刑通りの死刑ではなかったことに、両親は「納得できない」と表明した。幼い娘がわいせつ目的で連れ去られ、殺された不条理への痛切な思いは想像を絶する。
　日弁連の宣言は冒頭、殺人事件について「遺族が厳罰を望むことは、ごく自然のこと」とした。
　近代刑法は社会安定の観点から私的報復を禁じている。一定のルールや基準にのっとり被告に相応の刑罰を与えるのが原則である。
　問題は、その刑罰に死刑を含めるかどうかだ。
　注視すべき数字がある。内閣府によると、２０１４年の世論調査で死刑を「やむを得ない」とした人は約８０％で、その前回調査（０９年）より５ポイント余り減った。袴田事件の再審開始決定（１４年）などが影響したとみられる。
　日弁連の死刑廃止の論拠は冤罪（えんざい）の危険性に集約される。
　ただ冤罪の恐れは死刑以外でも同じとして、取り調べの全面可視化（録音・録画）など適正な捜査の強化こそ必要との反論もある。　宣言が死刑の代案として挙げた仮釈放なしの終身刑導入も死刑より残酷であるとの指摘がある。諸外国での死刑廃止の流れをどうとらえるかも論点の一つだろう。
　日弁連が問題提起した意義は大きい。存廃の二者択一にとどめず幅広い議論が必要だ。政府は死刑に関する情報公開を進め、国民に判断材料を提供すべきである。 
社説　死刑廃止宣言

宮崎日日新聞2016年10月12日

◆活発な議論促す情報公開を◆
　日弁連は人権擁護大会を開き「２０２０年までに死刑制度の廃止を目指すべきだ」とする宣言を採択。「議論を開始すべきだ」としてきた従来の立場から、廃止に向け強く踏み込んだ形となった。
　宣言を巡り、犯罪被害者や遺族を支援する弁護士らは「被害者の苦しみを理解していない」と非難した。一方、国民は死刑制度や執行に関する情報をほとんど知らされずにいる。このままでは廃止か、存続かの議論は深まらない。宣言を契機に国に一層の情報公開を求め、活発な議論を醸成したい。
裁判員裁判にも関係
　背景には、死刑廃止国が増えている世界的な潮流がある。昨年末の時点で廃止国は１０２カ国。制度はあるが、実際には執行しない事実上の廃止国も３８カ国に上る。
　その中で日本は１０年以上にわたり、国連から繰り返し執行停止と廃止検討を勧告されている。２０年には刑事司法改革を議論する国連の会議が日本で開催される。
　だが国民に十分な情報があるとは言えず、執行のたびに法務省から氏名や犯罪事実、執行場所が公表されるものの、対象者の選び方などは明らかにされない。
　死刑制度は、一般の人も判決の言い渡しに携わる裁判員裁判の在り方を考える上でも避けて通れない。国民が考える機会は重要だ。
　存続を主張する側は「人を殺した当然の報い」との被害者・遺族と一般の処罰感情や、死刑を支持する世論をよりどころにしており、犯罪抑止効果にも言及する。
　内閣府が１４年に実施した５年に１度の死刑制度に関する世論調査では「死刑もやむを得ない」が８０・３％に上り、「廃止すべきだ」は９・７％だった。
世論変わる可能性も
　これに対し、日弁連は死刑に代わり「仮釈放の可能性がない終身刑」や、現在は無期刑で１０年が経過すると仮釈放の対象となるのを２０～２５年に延ばす「重無期刑」の導入検討を提案した。
　さらに一家４人殺害で死刑が確定した袴田巌さんの再審開始決定が１４年にあり、死刑と拘置の停止、釈放が認められたのを踏まえ「冤罪（えんざい）で死刑が執行されたら、取り返しがつかない」と訴える。
　また日弁連は世論調査で死刑支持のうち４０・５％が「状況が変われば廃止」とし、加えて全体の３７・７％が「終身刑導入なら廃止」と答えた点に着目。十分な情報があれば、支持に変化が起きる可能性もあるとみる。
　だが旧民主党政権下の１０年、当時の千葉景子法相が東京拘置所の「刑場」を報道機関に公開し「国民的な議論」を呼び掛けたのを最後に、情報公開も議論も停滞。
　公開に合わせ法務省内に設けられた死刑制度勉強会は１年余りで打ち切りになり、有識者会議の設置も計画倒れに終わった。情報公開に後ろ向きな姿勢は、存廃の議論を拒んでいるようにも見える。国民の熟考につながる、さまざまな角度からの情報を提供すべきだ。 

社説　記者排除を正当化　報道の弾圧容認できない

琉球新報2016年10月12日 06:02 
　日本の民主主義は危機に瀕（ひん）している。政府は東村高江のヘリパッド工事抗議行動の現場から、警察が新聞記者２人を拘束、排除したことについて、問題はなかったとする政府答弁書を閣議決定した。
　報道の自由、国民の知る権利の侵害を容認する閣議決定であり、強く抗議し、撤回を求める。
　本紙記者は市民の座り込み行動を取材中に、県警の腕章をした警察官、機動隊員に拘束され強制排除された。
　記者は琉球新報社の腕章を着け、警察官に本紙記者であることを訴え、近くにいた弁護士も本社の記者であることを指摘していた。
　県警は「記者とは分からなかった」と釈明したが、本紙掲載の写真で記者の腕章を確認できる。釈明が虚偽であることは明白だ。
　政府答弁書は「県警は責務達成のため業務を適切に行った」とする。しかし強制排除された記者や目撃した弁護士の聴取も行わず、写真や映像の分析などの説明もない。事実の検証や法的評価をなおざりに、県警の言い分を丸のみしたあまりに無責任な閣議決定だ。
　政府はヘリパッド工事のため他府県の機動隊を投入、反対行動の市民を強制排除し工事を強行している。答弁書に言う「県警の責務達成の業務」とは「ヘリパッド工事への協力」ではないか。
　ヘリパッド工事を巡っては、自衛隊法に明確な規定のない自衛隊ヘリの資材搬送、訓練場内の反対行動の市民に対するロープを用いた拘束、排除についても容認する答弁書が閣議決定されている。
　米軍基地建設の目的のため、警察法や自衛隊法を拡大解釈し、市民の安全や知る権利を無視する横暴がまかり通っている。
　安倍政権は特定秘密保護法の制定や、放送局に電波停止を命じる可能性があるとする放送法の恣意（しい）的な解釈など、国民の知る権利に対する制約を強めている。その延長上にあるのが、新聞記者排除を正当化した今回の閣議決定だ。
　今年４月に来日した国連人権理事会・特別報告者のデービッド・ケイ氏は、日本のメディアの独立が深刻な脅威に直面し、報道が萎縮していると指摘した。
　新聞社はさまざまな現場で取材し報道するのが使命だ。報道記者の強制排除は報道への弾圧にほかならない。それは正しい情報に基づき判断する民主主義をも損なう。不当な政府答弁書は容認できない。
しんぶん赤旗2016年10月13日(木)

主張　沖縄・高江の着陸帯　強行に道理なし、無条件返還を

　安倍晋三政権は、沖縄の米海兵隊北部訓練場（東村、国頭村）の部分返還を口実に建設を強行しているオスプレイ着陸帯について「年内に実現できるよう工事を着実に進める」（菅義偉官房長官）と表明し、「年内完成」へ執念を見せています｡オスプレイ着陸帯の建設は、周辺住民の生活と国の特別天然記念物ノグチゲラやヤンバルクイナをはじめ希少な動植物が生息する自然豊かな“やんばる（本島北部）の森”を乱暴に破壊する計画です｡安倍首相が繰り返す「沖縄の基地負担軽減」に必要なのは、着陸帯建設を直ちに中止し、無条件での返還を求めることです。

狙いは基地機能の大増強

　北部訓練場の部分返還は、１９９５年の米海兵隊員らの少女暴行という痛ましい事件と県民の激しい怒りの広がりを受け、日米両政府が翌９６年、沖縄の米軍基地の「整理縮小」のためとして、米海兵隊普天間基地（宜野湾市）の「移設」＝新基地建設などと並び、ＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委員会）最終報告に盛り込んだ計画です。

　計画は、北部訓練場の過半（約４０００ヘクタール）を返還する代わりに二つの条件を付けました。一つは、訓練場として残る区域から海に出入りできる新たな土地と水域を提供することです。海兵隊の上陸侵攻訓練を可能にするためです。

　もう一つは、返還予定区域にある「ヘリコプター着陸帯」を残る区域に「移設」することです。東村高江区の集落を取り囲む形で、新たに４地区６カ所の着陸帯が建設されることになりました。

　当初は「ヘリコプター着陸帯」とされていましたが、１２年から垂直離着陸機オスプレイの普天間基地への配備が強行され、実態は「オスプレイ着陸帯」となっています。普天間基地に代わる名護市辺野古への新基地建設計画と一体となった基地機能大増強の動きです。

　新たな着陸帯は既に１地区２カ所が１５年に米側に提供され、オスプレイによる深刻な騒音被害が激増しています。

　安倍政権はさらに残り３地区４カ所の完成のため、７月の参院選直後からなりふり構わない強権を発動しています。オスプレイ配備と新たな基地建設に反対する伊波洋一氏が参院沖縄選挙区で安倍政権の現職大臣に圧勝した投票日翌日に建設に着手し、全国から機動隊員を動員して反対住民らを力ずくで排除し、工事を強行するという異常極まるやり方です。

　日本共産党の赤嶺政賢議員が衆院予算委員会（３日）で指摘したように、防衛省は▽動物への影響を配慮して１地区ずつ工事を進めるとしていた計画を３地区同時に改変▽工事用トラックを空輸するため法的根拠のない自衛隊ヘリを投入▽資材を運ぶための工事用モノレールの建設を工事用道路に変更し、３７００本以上の樹木を伐採―など無法を続けています。

地位協定も返還義務付け

　新たな着陸帯の建設は「使用不可能な約５１％の北部訓練場を日本政府に返還する一方、新たに利用可能な訓練場所を開発する」（米海兵隊太平洋基地司令部報告書「戦略展望２０２５」）のが狙いです｡米軍の特権を保障した日米地位協定でさえ、必要がなくなった基地の返還を義務付けています。「北部訓練場の４０００ヘクタールは無条件で返還せよ」の声と運動を大きく起こすことが急がれます。
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